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11章 地すべり防止工 
 

11.1 集水井工 

 

1  適 用 

ライナープレート土留工法による集水井の施工に適用する。 

2  数量算出項目 

集水井掘削、コンクリ－ト、井戸蓋、昇降用設備等を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、土質、規格とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

（1 基当り） 

区分 

項目 
土 質 規 格 単位 数 量 備  考 

集水井掘削 ○ × ｍ   

コンクリ－ト × ○ ㎥   

井戸蓋 × ○ 枚(基)   

昇降用設備 × ○ ｍ   

 

（2） 土質区分 

土質による区分は、次のとおりとする。 

土 質 
砂・砂質土、粘性土、及び礫質土 

岩塊・玉石混じり土、軟岩、及び中硬岩 

 

（3） 規格区分 

集水井 1基ごとに区分して算出する。 

 

4  数量算出方法 

数量の算出は、「1章 基本事項」によるほか次の方法によるものとする。 

（1） 集水井掘削の土留材料の内訳は次の項目で算出する。 

（1 基当り） 

区分 

項目 
規 格 単位 数 量 備  考 

ライナープレート ○ ｍ   

補強リング ○ 個   

補強材 ○ ｔ   
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11.2 集排水ボーリング工 

 

1  適 用 

地表及び集水井内において、ロータリーパーカッション式ボーリングマシン（二重管方式）にて集

排水ボーリング工を施工するものであり、呼び径 90～135mm、削孔長 80ｍ以下、削孔角度は水平±10

度以内の作業に適用する。 

2  数量算出項目 

ボーリング、保孔管、ボーリング仮設機材、足場（地表）の数量を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、施工場所、土質区分、呼び径、削孔長区分、保孔管種別、ストレーナ現場加工の有無、保

孔管種類、製品区分とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 

施工 

場所 
土質 

呼び

径 

削孔

長 

区分 

保孔

管 

種別 

ｽﾄﾚｰﾅ

現場

加工

の 

有無 

保孔

管 

種類 

製品

区分 
単位 数量 備考 

ボーリング ○ ○ ○ ○ × × × × ｍ   

保孔管 ○ × × × ○ ○ ○ ○ ｍ   

ボーリング 

仮設機材 
○ × × × × × × × 回   

足場（地表） ○ × × × × × × × 空㎥   

注）1. 呼び径とは、ドリルパイプ外径（mm）をいう。 

  2. 同一足場上の移動はボーリングに含む。 

  3. 作業足場の幅は 4.5ｍとする。 

 

（2） 施工場所区分 

施工場所による区分は、次のとおりとする。 

①ボーリング、保孔管、ボーリング仮設機材の場合 

施工場所 
地表 

集水井内 

 

②足場（地表）の場合 

施工場所 
平地 

傾斜地 

 

（3） 土質区分 

土質区分は、次のとおりとする。 

土質区分 

粘性土・砂質土 

礫質土 

岩塊・玉石 

軟岩 
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（4） 呼び径区分 

呼び径（ドリルパイプ外径）による区分は、次のとおりとする。 

呼び径 

φ 90 ㎜ 

φ115 ㎜ 

φ135 ㎜ 

 

（5） 削孔長区分 

削孔長区分は、次のとおりとする。 

削孔長区分 

50ｍ／本以下 

50ｍ／本を超え 80ｍ／本以下 

80ｍ／本を超える 

 

（6）保孔管種別区分 

保孔管種別による区分は、次のとおりとする。 

保孔管種別 
VP 

SGP 

注） 保孔管は VP 管（JISK6741）を標準とするが、活動中の地すべり地区で、挿入後剪断、よじれ等により保

孔管破損のおそれのある場合は SGP 管とする。 

 

（7）ストレーナ現地加工の有無区分 

ストレーナ現地加工の有無による区分は、次のとおりとする。 

ストレーナ現地加工の有無 

VP 有り 

SGP 
有り 

無し 

 

（8） 保孔管種類区分 

保孔管種類による区分は、次のとおりとする。 

保孔管種類 

管種 VP、SGP 

管径 
（VP）40、50、65、75、その他（各種） 

（SGP）40A、50A、65A、80A、90A、その他（各種） 

 

（9） 製品区分 

製品区分は、次のとおりとする。 

製品区分 
工場加工品 

既製保孔管 

 

4  数量算出方法 

数量の算出は、「1章 基本事項」によるほか次の方法によるものとする。 

（1） 削孔する土質が異なる場合は、土質ごとに延長を算出する。 

（2） 施工場所は、施工機械の配置位置を示す。 
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11.3 地すべり防止工（山腹水路工） 

1  適 用 

地すべり防止施設及び急傾斜崩壊対策施設における山腹水路工に適用する。 

2  数量算出項目 

施工数量を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、規格，掘削断面積、内空積、製品質量とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
規 格 

掘 削 

断面積 
内空積 

製 品 

質 量 
単位 数 量 備  考 

山腹Ｕ型側溝 ○ ○ － － ｍ   

山腹コルゲートフリューム ○ ○ － － ｍ   

山腹Ｕ型側溝明暗渠 ○ ○ － － ｍ   

山腹ｺﾙｹﾞｰﾄﾌﾘｭｰﾑ明暗渠 ○ ○ － － ｍ   

山腹暗渠 ○ ○ － － ｍ   

集水桝 ○ － ○ － 基   

プレキャスト集水桝 ○ － － ○ 基   

（2） 掘削断面積、内空積、製品質量 

掘削断面積、内空積、製品質量による区分は、以下によるものとする。 

掘削断面積 

0.5 ㎡以下 

0.5 ㎡を超え 1.0 ㎡以下 

1.0 ㎡を超え 2.0 ㎡以下 

2.0 ㎡を超え 3.0 ㎡以下 

3.0 ㎡を超え 4.0 ㎡以下 

内空積 

0.4 ㎥以下 

0.4 ㎥を超え 0.8 ㎥以下 

0.8 ㎥を超え 1.0 ㎥以下 

製品質量 

150 ㎏を超え 500kg 以下 

500 ㎏を超え 1,000 ㎏以下 

1,000 ㎏を超え 1,500 ㎏以下 

1,500 ㎏を超え 1,700 ㎏以下 

4  数量算出方法 

数量の算出は、「1章 基本事項」によるほか次の方法によるものとする。 

（1） 各項目に必要に応じて、次の項目を算出する。 

（10ｍもしくは 1 基当り） 

区分 

項目 
規 格 単位 数 量 備  考 

生コンクリート ○ ㎥   

アスファルト ○ ｔ   

砂利または砕石 ○ ㎥   

砂 ○ ㎥   

遮水シート ○ ㎡   

吸出防止材 ○ ㎡   

（2） 上表の各項目の規格区分は、使用材料ごとに算出する。 
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5  参考図 

地すべり防止工（山腹水路工）構造概念図 

（1） 山腹集排水路 

 

 

 

 

 

 

 

（2） 山腹明暗渠 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3） 山腹暗渠 

 

 

 

 

 

 

 

 

（4） 集水桝 

 

 

 

 

 

 

 

 

表面コンクリート 

埋戻し土 

（砕石・砂利等） 

基礎砕石 

側溝 

（コンクリート側溝） 

（コルゲートフリューム等） 

表面コンクリート 

埋戻し土 

（砕石・砂利等） 側溝 

（コンクリート側溝） 

（コルゲートフリューム等） 
基礎砕石 

吸出し防止材 

暗渠管 遮水シート 

フィルター材 

（砕石等） 

埋戻し土 

（砕石・砂利等） 

吸出し防止材 

暗渠管 遮水シート 

フィルター材 

（砕石等） 

集水桝 

（現場打ち集水桝） 

（プレキャスト集水桝） 

埋戻し土 

（砕石・砂利等） 

基礎砕石 



－236－ 

11.4 かご工（地すべり防止） 

 

1  適 用 

地すべり防止施設及び急傾斜崩壊対策施設におけるふとんかご（階段式、パネル式）の施工に適用

する。 

2  数量算出項目 

ふとんかごの施工延長を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、規格とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
規 格 単位 数 量 備  考 

ふとんかご ○ ｍ   

 

（2） 規格区分 

ふとんかごの規格ごとに区分して算出する。 

ふとんかごの規格 

高さ（Ｄ）＝ 40 ㎝ 幅（Ｂ）＝120 ㎝ 

高さ（Ｄ）＝ 50 ㎝ 幅（Ｂ）＝120 ㎝ 

高さ（Ｄ）＝ 50 ㎝ 幅（Ｂ）＝200 ㎝ 

高さ（Ｄ）＝ 60 ㎝ 幅（Ｂ）＝120 ㎝ 

高さ（Ｄ）＝100 ㎝ 幅（Ｂ）＝120 ㎝ 

高さ（Ｄ）＝100 ㎝ 幅（Ｂ）＝200 ㎝ 

 

4  数量算出方法 

数量の算出は、「1章 基本事項」によるほか次の方法によるものとする。 

（1） 必要に応じて、吸出防止材を別途考慮して算出する。 
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12章 消波工 
 

12.1 消波根固めブロック工 

 

1  適 用 

河川、砂防、海岸、道路工事に使用する 11.0ｔ以下（実質量とする）の消波根固めブロックの現地

製作、陸上よりの敷設工事に適用する。 

2  数量算出項目 

消波根固めブロックの個数を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、数量算出項目及び区分一覧表によるものとする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

①消波根固めブロック製作 

区分 

項目 

ﾌﾞﾛｯｸ 

規格 

型枠の

種類 

生ｺﾝｸﾘｰ

ﾄ規格 

1個当り

ｺﾝｸﾘｰﾄ

設計量 

1個当り

型枠 

面積 

養生工

の種別 
単位 数量 備考 

消波根固め 

ブロック製作 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 個   

 

②消波根固めブロック横取り、積込、荷卸 

区分 

項目 
ﾌﾞﾛｯｸ規格 ｸﾚｰﾝ規格 単位 数量 備考 

消波根固めブロック横取り ○ ○ 個   

消波根固めブロック積込 ○ ○ 個   

消波根固めブロック荷卸 ○ ○ 個   

注） クレーン規格は、ブロック実質量、作業範囲、地盤等の現場条件に応じて選定する。 

 

③消波根固めブロック据付 

区分 

項目 

ﾌﾞﾛｯｸ 

規格 

型枠の 

種類 

ﾌﾞﾛｯｸ 10

個当り連

結金具設

置数量 

据付方法 ｸﾚｰﾝ規格 単位 数量 備考 

消波根固め 

ブロック据付 
○ ○ 実数 ○ ○ 個   

注）1. 据付場所は、陸上と水中の区分より選定する。 

  2. 据付け（水中）とは、据付作業の内、玉外し作業またはブロックの据付位置の確認作業を水中で行う場合

に適用する。 

 3. クレーン規格は、ブロック実質量、作業範囲、地盤等の現場条件に応じて選定する。 

 

④消波根固めブロック運搬 

区分 

項目 

ﾌﾞﾛｯｸ 

規格 
作業区分 

ﾄﾗｯｸ 1 台当

りﾌﾞﾛｯｸ 

積載個数 

ﾄﾗｯｸ 1 台当

り運搬距離 
単位 数量 備考 

消波根固め 

ブロック運搬 
○ ○ ○ ○ 個   

注） 運搬距離は片道であり、往路と復路が異なる場合は、平均値とする。片道運搬距離が 15km を超える場合は、 

別途考慮すること。  
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4  数量算出方法 

数量の算出は、「1章 基本事項」によるほか次の方法によるものとする。 

（1） 乱積 

乱積の場合は、横断面図より空体積を計算し、コンクリートブロックの空隙率を考慮し、次式よ

り算出する。 

                          Ｎ＝個数（個） 

        Ｎ＝Ｖ（１－ａ）／ｖ        Ｖ＝空体積（㎥） 

                          ｖ＝１個当り空体積（㎥／個） 

                          ａ＝空隙率 

（2） 層積 

層積における設置間隔については、ブロックメーカーのカタログによるものとする。 

（3） トラック 1台当りブロック積載個数（ｎ）は、ブロックの形状、寸法及びトラック等の荷台寸法、

積載質量を考慮して決定するが、一般の場合は、下記による。 

        ｎ＝Ｘ／Ｗ（小数以下切り捨て） 

      Ｘ：トラック等の積載質量        （ｔ） 

      Ｗ：ブロック１個当りの質量（実質量）  （ｔ） 
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5  参考図 

（1） 乱積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2） 層積 
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法 覆 

根固ブロック(乱積) 

基礎矢板 
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ＷＬ 

法 覆 

根固ブロック(層積) 

計画河床高 間 詰 
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12.2 消波工（ブロック製作・据付工） 

 

1  適 用 

海岸工事における離岸堤、消波堤、突堤等の海上作業におけるブロック 50.0ｔ以下（実質量とする）

製作・据付工であり作業場所（ブロック積込場所からブロック据付場所までの間）15km 以下に適用

する。 

2  数量算出項目 

ブロックの個数を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、作業区分、規格とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
作業区分 規 格 単位 数量 備 考 

ブロック ○ ○ 個  注）1 

注）1. 型枠の種類（プラスチック・鋼製等）について、備考欄に明記する。 

  2. ブロックの積込場所から据付場所までの片道運搬距離（㎞）についても算出する。 

 

（2） 作業区分 

作業区分は、次のとおりとする。 

ブロック据付作業区分 
陸上設置 

水中設置 

注） 陸上設置とは、ブロックを平均干潮面より上に設置する場合を言い、平均干潮面が設定されていないと

ころでは、平均水面と朔望平均干潮面との 1／2 とする。 

 

（3） ブロックの規格区分 

ブロックの規格区分は、次のとおりとする。 

ブロック製作 

  ブロック 1個当たりの実質量とする。 

ブロック据付 

ブロック 1 個当りの実質量 

 4.5t 以下 

 4.5t を超え 7.5t 以下 

 7.5t を超え 12.5t 以下 

12.5t を超え 22.0t 以下 

22.0t を超え 31.0t 以下 

31.0t を超え 37.5t 以下 

37.5t を超え 50.0t 以下 

 

4  数量算出方法 

数量の算出は、「1章 基本事項」によるほか次の方法によるものとする。 

ブロック 1個当りコンクリート設計量（㎥／個）、型枠面積（㎡／個） 

及び必要に応じて鉄筋（連結用フックを含む）量（ｔ／個）を径毎に算出する。 
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12.3 消波根固めブロック工（ブロック撤去工） 

 

1  適 用 

根固め工における陸上からの根固めブロック撤去に適用する。 

2  数量算出項目 

消波根固めブロックの個数を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、ブロック質量、作業区分、堆砂の有無、クレーン機種とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 

ブロック 

質量 

作業 

区分 

堆砂 

の有無 

クレーン 

機種 
単位 数量 備考 

消波根固め 

ブロック撤去 
○ ○ ○ ○ 個   

注）1. ブロック質量は、ブロック実質量とする。 

 

（2） 作業区分 

作業区分は、次のとおりとする。 

消波根固めブロック撤去 

撤去・仮置き 

撤去・据付け（乱積） 

撤去・据付け（層積） 

撤去・積込み 

 

 



－244－ 

12.4 捨石工（海上作業） 

 

1  適 用 

海岸工事における離岸堤、消波堤、突堤等の海上作業における捨石工に適用する。 

2  数量算出項目 

捨石投入の体積、捨石均しの面積を算出する。 

3  区 分 

区分は、規格とする。 

（1） 数量算出項目一覧表及び区分一覧表 

区分 

項目 
規 格 単 位 数 量 備  考 

捨石投入 ○ ㎥   

捨石均し ○ ㎡   

注） 捨石均しは、平均干潮面（M.L.W.L）から水深 10ｍ未満の水中作業に適用。 

 

（2） 捨石の規格区分 

捨石の規格区分は次のとおりとする。 

石材 

雑割石 （300 ㎏／ヶ未満） 

中割石 （30 ㎏／ヶ～300㎏／ヶ） 

大割石 （300 ㎏／ヶ以上） 

現地盤 

砂 

砂礫 

岩 

 

（3） 捨石均しの規格区分 

捨石均しの規格の区分は次のとおりとする。 

捨石均し 

本均し （精度± 5 ㎝） 

荒均し （精度±30 ㎝） 

荒均し （精度±50 ㎝） 

被覆均し（精度±30 ㎝） 

被覆均し（精度±50 ㎝） 
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4  参 考 

（1） 均しの定義 

1） 本 均 し：ケーソン等を載せる面の均し 

2） 荒 均 し：基礎捨石の表面均し 

3） 被覆均し：被覆石（基礎マウンドの基礎捨石の表面を保護するための石）の表面均し 

 

（2） 水中と陸上との施工区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注） 平均干潮面（M.L.W.L）が設定されていないところでは、平均水面（M.S.L）と朔望平均干潮面（L.W.L）との

1／2 とする。 

 

（3） 捨石均しの区分 

① ブロック層積の場合 

 

 

 

 

 

 

 

② ブロック乱積の場合 

 

 

 

 

 

   

  

Ｈ.Ｗ.Ｌ（朔望平均満潮面） 

Ｍ.Ｓ.Ｌ（平均水面） 

Ｍ.Ｌ.Ｗ.Ｌ（平均干潮面） 

(陸上作業) 

適用水深範囲（10ｍ未満） 

Ｌ.Ｗ.Ｌ（朔望平均干潮面） 

歩掛適用作業範囲 
（水中作業） 

陸上潮待ち 
 

水中潮待ち 

異形ブロック層積 

ケーソン等 

(構造物) 

被覆石 

① 

② 

③ 

② 

大割石 中割石 

均しを計上しない 

異形ブロック層積 

ケーソン等 

（構造物） 

①  ④ 

② 

異形ブロック乱積 

③ 
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③ 緩傾斜護岸の場合 

 

 

 

 

 

 

 

  ① 本均し    ±5㎝ 

  ② 捨石荒均し  捨石被覆均し ±50㎝ 

  ③ 捨石荒均し  ±30㎝ 

  ④ 捨石荒均し  ±50㎝ 

 

均しを計上しない 

大割石 
中割石 

雑割石 

被覆ブロック ② 

① 
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12.5 捨石工（陸上作業）  

 

1  適 用 

河川及び海岸工事における護岸の根固めを目的とした、捨石工（捨石質量 1,000㎏以下／個）の陸

上からの施工に適用する。 

2  数量算出項目 

捨石投入の体積、表面均しの面積を算出する。 

3  区 分 

区分は、規格、最大作業半径とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
規格 最大作業半径 単位 数量 備 考 

捨石投入 ○ ○ ㎥   

表面均し ○ × ㎡   

 

（2） 最大作業半径 

最大作業半径は次のとおりとする。 

最大作業半径 
9ｍ以下 

9ｍを超え 24ｍ以下 

注） 表面均しの施工箇所は、施工期間中の平均水位以上の陸上部とし、潜水士等を用いて水中部の表面を均す

場合は、別途考慮する。 
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（白紙） 
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13 章 道 路 工 
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13章 道路工 
 

13.1 不陸整正 

 

不陸整正とは、舗装または路盤工の施工前に路盤工表面または路床面の不陸を整正する作業をいう。 

（1） 数量算出にあたっての留意事項 

① 単年度改良・舗装の場合は、不陸整正は計上しないことを標準とする。ただし、舗装及び路

盤工の施工前にやむを得ず暫定供用する場合など不陸が生じる場合においては、必要に応じて

計上することができる。 

② 過年度に路盤工、路床が完成し、その後現場条件、気象条件等によりそれらの面に不陸を生

じた場合には計上する。 

（2） 補足材料 

補足材料が必要な場合に計上する。 

 

1  適 用 

アスファルト及びコンクリート舗装工等の不陸整正に適用する。 

2  数量算出項目 

路床及び路盤の不陸整正の面積を区分ごとに算出する。 

なお、路盤材（補足材）が必要な場合は、その対象面積を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、補足材料の有無、補足材料平均厚さ、補足材料の規格とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 

補足 

材料の 

有無 

補足 

材料平均 

厚さ 

補足 

材料の 

規格 

単位 数量 備 考 

不陸整正 ○ ○ ○ ㎡   
 

 

（2） 施工箇所区分 

本線、取付道路等（歩道部を除く）の施工箇所ごとに区分して算出する。 
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4  数量算出方法 

（1） 不陸整正工（1） 

路床（凍上抑制層下面）の不陸整正は、切土箇所のみを計上することとし数量の算出は次図を参

照とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2） 不陸整正（2） 

道路部下層路盤上面の不陸整正の設計幅は、次図のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

不陸整正は計上しない 

ＷＳ４ 

不陸整正（Ws５） 
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13.2 路盤工 

 

1  適 用 

アスファルト舗装及びコンクリート舗装工事の路盤工（瀝青安定処理路盤を含む）に適用する。 

2  数量算出項目 

下層路盤、凍上抑制層、上層路盤の面積を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、仕上り厚さ、規格、平均幅員、施工区分、瀝青材料種類・締固め後密度とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 

仕上り厚 

規格 

(材料) 

施工 

区分 

平均 

幅員 

瀝青材料種類・ 

締固め後密度 
単位 数量 備考 

１層当り 

平均 

仕上り厚 

（㎜） 

全仕上 

り厚 

（㎜） 

凍上抑制層（車道部） － ○ ○ ○ － － ㎡   

凍上抑制層（歩道部） － ○ ○ ○ － － ㎡   

下層路盤 

（車道・路肩部） 
－ ○ ○ ○ － － ㎡   

下層路盤（歩道部） － ○ ○ ○ － － ㎡   

上層路盤 

（車道・路肩部） 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ㎡   

上層路盤（歩道部） － ○ ○ ○ － － ㎡   

注）1. 歩道においても下層路盤と凍上抑制層に区分すること。 

2.上層路盤（車道・路肩部）における仕上り厚区分について、規格（材料）が瀝青安定処理材の場合は「１層 

当り平均仕上り厚」、粒度調整砕石の場合は「全仕上り厚」を適用する。 

 

（2） 仕上り厚さ区分及び規格区分 

路盤の仕上り厚さ及び材料の規格（粒調砕石 40～0、クラッシャラン 40～0 等）ごとに区分して

算出する。 

（アスファルト舗装の構成例） 

 

 

 

 

 

 

（3） 平均幅員区分 

平均幅員による区分は下記のとおりとする。 

① 1.4ｍ未満 

② 1.4ｍ以上、3.0ｍ以下  

③ 3.0ｍ超 

 

 

表層 

路床 

基層 

上層路盤 

下層路盤 
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（4） 施工区分 

施工区分は下記のとおりとする。 

① １層施工 

② ２層施工 

③ ３層施工 

④ ４層施工 

⑤ ５層施工 

⑥ ６層施工 

注）施工層数は 1層当りの仕上り厚を 20㎝として算出する。（小数点以下切り上げ） 

 

4  数量算出方法 

数量の算出は、「1章 基本事項」によるほか、次の方法によるものとする。 

（1） 路盤工数量 

歩車道路盤および車道凍上抑制層、取付道路路盤および敷砂利、仮道工等の路盤数量算出に際し

ては次のとおりとする。 

 

 

 

 

Ｌ：延長（ｍ）   

Ｗ１：路盤上幅（ｍ） 

Ｗ２：路盤下幅（ｍ） 

ｔ：路盤厚（ｍ）  

 

 

 

路盤体積：Ｖ（㎥） 

  Ｖ＝（Ｗ１＋Ｗ２）／2×ｔ×Ｌ 

施工面積：Ａ（㎡）（契約対象数量） 

  Ａ＝Ｖ／ｔ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｗ２ 

Ｗ１ 

ｔ 
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（2） 装甲路肩路盤数量 

装甲路肩路盤の数量算出に際しては、次のとおりとする。 

 

 

 

 

路盤体積：Ｖ（㎥） 

  Ｖ＝Ｄ×Ｌ 

施工面積：Ａ（㎡）（契約対象数量） 

  Ａ＝Ｖ／ｔ 

 

（3） 保護路肩路盤数量（防護盛土部） 

 

 

 

 

路盤体積：Ｖ（㎥） 

  Ｖ＝Ｄ×Ｌ 

施工面積：Ａ（㎡）（契約対象数量） 

      Ａ＝Ｖ／ｔ 

 

5  参考図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｔ：路盤厚（ｍ） 

Ｌ：延 長（ｍ） 

Ｄ：断面積（㎡） 

ｔ：路盤厚（ｍ） 

Ｌ：延 長（ｍ） 

Ｄ：断面積（㎡） 

ｔ Ｄ 

装甲路肩 

上層路盤工 

基 層 

表 層 

下層路盤 

凍上抑制層 

アスファルト縁石(アスカーブ) 

装甲路肩路盤 

下層路盤 

保護路肩 

凍上抑制層 

保護路肩路盤  t=0.10m 

装甲路肩 

装甲路肩路盤 

ｔ Ｄ 
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13.3 路床安定処理工 

 

1  適 用 

地盤改良工における安定処理に適用するものとし、スタビライザ混合は現位置での路上混合作業で、

混合深さ１ｍまで、かつ１層までの混合に、バックホウ混合は現場条件によりスタビライザにより施

工できない路床改良工事のうち１層の混合厚さが路床１ｍ以下における原位置での混合作業、または

構造物基礎の地盤改良工事で１層の混合深さが２ｍ以下における現位置での路上混合作業に適用す

る。 

2  数量算出項目 

安定処理を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、使用機種、施工箇所、混合深さ、規格とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
使用機種 施工箇所 混合深さ 規 格 単位 数量 備 考 

安定処理面積 ○ ○ ○ ○ ㎡   

 

（2） 施工箇所区分 

バックホウ混合の場合、路床、構造物基礎等の施工箇所ごとに区分して算出する。 

 

（3） 混合深さ区分 

施工面積を混合深さ（㎝）ごとに区分して算出する。 

施工面積 

スタビライザ 路床 
0.6ｍ以下 

0.6ｍを超え１ｍ以下 

バックホウ 

路床 １ｍ以下 

構造物基礎 
１ｍ以下 

１ｍを超え２ｍ以下 

 

（4） 規格区分 

施工面積を固化材の使用量(100㎡当り）、混合回数(スタビライザ混合）ごとに区分して算出す

る。 

 

4  数量算出方法 

数量の算出は、「1章 基本事項」によるほか次の方法によるものとする。 

 固化材の使用量（100㎡当り）はロス等を含むものとする。 
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13.4 アスファルト舗装工 

 

1  適 用 

アスファルト舗装工における基層・表層及び縁石工におけるアスカーブに適用する。なお、アスフ

ァルト混合物が現地プラント方式の場合、アスファルト混合物の締固め後密度が 1.90t／m3 未満、

2.50t／m3以上の場合を除く。 

2  数量算出項目 

車道・路肩部、歩道部の別に基層、表層の面積を、アスカーブの延長をそれぞれ区分ごとに算出す

る。 面積＝本線＋すりつけ部＋非常駐車帯を算出する。 

3  区 分 

区分は、基層・表層は１層当り平均厚さ、平均幅員、規格、瀝青材料種類とし、アスカーブは断面

積、規格とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 

平均 

厚さ 

（㎜） 

平均 

幅員 
断面積 

規格 

(材料） 

瀝青 

材料 

種類 

単位 数量 備 考 

基層（車道・路肩部） ○ ○ － ○ ○ ㎡   

表層（車道・路肩部） ○ ○ － ○ ○ ㎡   

基層（歩道部） ○ ○ － ○ ○ ㎡   

表層（歩道部） ○ ○ － ○ ○ ㎡   

アスカーブ － － ○ ○ － ｍ   

保護路肩粗粒材 ○ ○ － ○ － ㎡   

保護路肩舗装 ○ ○ － ○ ○ ㎡   

注） 施工幅は、交通切り回しに伴い、分割施工となる交差点の舗装、管路等の埋設・道路付属物等の設置および

補修に伴う舗装の復旧等の場合に区分して算出する。 

 

（2） １層当り平均厚さ区分及び規格・瀝青材料種類区分 

舗装の厚さ及び材料の規格（再生密粒 As13、再生粗粒 As20、再生 As 安定処理路盤等）、瀝青材

料種類（タックコート、プライムコート等）ごとに区分して算出する。 

材料の規格は締固め後密度も示す。 

（アスファルト舗装の構成例） 

 

 

 

 

 

（3） 平均幅員区分 

平均幅員による区分は下記のとおりとする。 

① 1.4ｍ未満 

② 1.4ｍ以上 3.0ｍ以下  

③ 3.0ｍ超 

表層 

路床 

基層 

上層路盤 

下層路盤 
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4  数量算出方法 

（1） プライムコート 

① プライムコートは、路盤とその上に施工するアスファルト混合物（瀝青安定処理路盤を除く）

とのなじみをよくするために施工する。 

② プライムコート施工後、上層を施工する前にやむを得ず交通解放する場合は、瀝青材料の車

両への付着を防止するため砂を散布しなければならない。 

③ プライムコートは、アスファルト舗装最下層直下に施工する。 

④ 適用上の留意事項 

・歩道部・路肩装甲部・路側駐車帯・仮道舗装についても計上のこと。 

 

（2） タックコート 

① タックコートは、表層、中間層、基層、アス処理等の層間及び、コンクリート面上に舗装す

る場合の車道部及び歩道部に施工する。（仮道舗装を含む） 

② 適用上の留意事項 

・路側駐車帯・仮道舗装についても計上のこと。 

・計上面積は各層間の面積の合計数量とする。 
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13.5 コンクリート舗装工 

 

1  適 用 

コンクリート舗装工（転圧コンクリート舗装工等は除く。）に適用する。 

2  数量算出項目 

コンクリート舗装、縦目地、横目地の数量を区分ごとに算出する。 

なお、路盤の数量は、「13.2 路盤工」に、アスファルト中間層の数量は、「13.4 アスファルト

舗装工」により算出する。 

3  区 分 

区分は、施工箇所、舗装厚、規格、施工方法とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

1） コンクリート舗装 

区分 

項目 
施工箇所 舗装厚 

規格 

(材料) 
施工方法 単位 数量 備考 

コンクリート舗装 

○ ○ 

○ 

○ 

㎡   

鉄筋鉄網 ○ ㎡  舗装 100 ㎡当り 

補強鉄筋鉄網 ○ ｔ  舗装 100 ㎡当り 

端部鉄筋鉄網 ○ ｔ  舗装 100 ㎡当り 

 

2） 縦目地 

区分 

項目 
施工箇所 舗装厚 

規格 

(材料) 
施工方法 単位 数量 備考 

タイバー 

○ ○ 

○ 

○ 

本  目地 1,000ｍ当り 

ねじ付タイバー ○ 本  目地 1,000ｍ当り 

クロスバー ○ ㎏  目地 1,000ｍ当り 

チェアー ○ 個  目地 1,000ｍ当り 

目地板 ○ ㎡  目地 1,000ｍ当り 

注入目地材 ○ ㎏  目地 1,000ｍ当り 

シール材 ○ ㎏  目地 1,000ｍ当り 

木材またはＬ型 

プラスチック材 
○ ｍ  目地 1,000ｍ当り 
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3） 横目地 

区分 

項目 
施工箇所 舗装厚 

規格 

(材料) 
施工方法 単位 数量 備考 

スリップバー 

○ ○ 

○ 

○ 

本  目地 1,000ｍ当り 

キャップ付 

スリップバー 
○ 本  目地 1,000ｍ当り 

クロスバー ○ ㎏  目地 1,000ｍ当り 

チェアー ○ 個  目地 1,000ｍ当り 

目地板 ○ ㎡  目地 1,000ｍ当り 

注入目地材 ○ ㎏  目地 1,000ｍ当り 

注） セメントコンクリート舗装要綱に規定される標準的な目地間隔を有する場合は、上表の目地数量の算出を要

しない。 

 

（2） 施工箇所区分 

本線、副道、歩道等の施工箇所ごとに区分して算出する。 

（コンクリート舗装の構成） 

 

 

 

 

 

 

 

 

下層路盤 

上層路盤 

コンクリート版 

舗装 
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13.6 橋面防水工 

 

1  適 用 

シート系防水（アスファルト系）、塗膜系防水（アスファルト系・合成ゴム系）による橋面の防水

工に適用する。 

2  数量算出項目 

施工面積を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、規格とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
規 格 単位 数 量 備 考 

橋面防水 ○ ㎡   

ドレーン材 ○ ｍ  防水 100 ㎡当り 

目地材 ○ ｍ  防水 100 ㎡当り 

 

（2） 規格区分 

シート系防水及び塗膜系防水ごとに区分して算出する。 

 

4  数量算出方法 

数量の算出は、「1章 基本事項」によるほか次の方法によるものとする。 

 施工面積は、端部処理の立上り面積は含めない。 
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13.7 路上路盤再生工 

 

1  適 用 

スタビライザによる路上混合作業で混合深さ 40㎝以下の路盤再生工に適用する。 

2  数量算出項目 

路上路盤再生の施工面積を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、規格とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
規 格 単位 数量 備 考 

路上路盤再生 ○ ㎡   

 

（2） 規格区分 

路上路盤再生の施工面積を混合深さ、添加剤及び混合用乳剤の種類、使用量ごとに区分して算出

する。 

 

4  数量算出方法 

数量の算出は「1章 基本事項」によるものとする。 

  



－263－ 

13.8 路面切削工 

 

1  適 用 

路面切削機によるアスファルト舗装路面の切削工に適用する。 

2  数量算出項目 

切削面積、平均切削深、切削量を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、施工区分、段差すりつけの撤去作業、ⅮＩⅮ区間の有無、運搬距離とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
施工区分 

段差すりつけ 

撤去作業 

ⅮＩⅮ区間

の有無 
運搬距離 単位 数量 備考 

路面切削 ○ ○ × × ㎡   

殻運搬（路面切削） × × 〇 〇 ㎥   

（2） 施工区分：平均切削深さ区分 

施工区分：平均切削深さによる区分は、以下のとおりとする。 

施工区分：平均切削深さ 

全面切削６㎝以下（4,000 ㎡以下） 

全面切削６㎝以下（4,000 ㎡を超え） 

全面切削６㎝を超え 12㎝以下 

帯状切削３㎝以下 

 

（3） 施工形態区分 

１）施工形態による区分は、切削形態により次のとおりとする。 

  ①全面切削 

  （切削幅が重複作業となるような作業形態の場合） 

 

 

 

 

 

 

  ②帯状切削 

   不陸部の切削幅が、路面切削機の切削幅より狭く、切削幅が重複作業とならない作業 

形態の場合 

 

 

 

 

２）１施工箇所において、全面切削と帯状切削が混在する場合は、全面、帯状ごとに数量を 

 算出する。 

 

切削幅員 切削幅員 

切削幅員 

切削幅員 切削幅員 
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4  数量算出方法 

数量の算出は「第 1編（共通編）1章 基本事項」によるほか下記の方法によるものとする。 

（１）平均切削深 

   平均切削深（Ｈ）は、次式により算出する。 

 

Ｈ＝ 
Ａｖ 

×100 
Ｗ 

              Ｈ ：１現場の平均切削深さ（cm） 

              Ａｖ ：１現場の平均切削断面積（㎡） 

              Ｗ ：平均切削幅員（ｍ） 

                 なお、帯状切削の場合は、Ｗ＝２ｍとする。 

 

（２）帯状切削の施工面積 

   帯状切削の施工面積は、次式により算出する。 

   延べ施工面積＝切削機の作業幅（２ｍ）×延べ施工延長 
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14 章 道路付属施設工 
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14章 道路付属施設工 
 

14.1 防護柵設置工 

 

14.1.1 防護柵工（ガードケーブル工） 

 

1  適 用 

ガードケーブルの設置工及び撤去工に適用する。 

2  数量算出項目 

ガードケーブルの延長及び支柱の本（基）数を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、規格、設置形式とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
規 格 

設 置 

形 式 
単位 数 量 備 考 

ケーブル ○ ○ ｍ   

中間支柱 ○ ○ 本   

端末支柱 ○ ○ 基   

中間端末支柱 ○ ○ 基   

補助端末支柱 ○ ○ 本  端末・中間端末支柱 

ケーブル間隔保持材 ○ × 本   

端末支柱（基礎付）設置 × × 基   

端末支柱（基礎付）撤去 × × 基   

 

（2） 設置形式区分 

1） ガードケーブル設置形式による区分は、次のとおりとする。 

ガードケーブルの設置形式 
土中建込み 

コンクリート建込み 

 

4  数量算出方法 

数量の算出は、「1章 基本事項」によるほか次の方法によるものとする。 

（1） ガードケーブルの延長は、端末支柱間とする。 

（2） 土工、基礎材、コンクリート基礎、根巻コンクリートブロック、及び舗装版の穴あけが必要な場

合は別途算出する。 

（3） 施工箇所ごとに数量を算出し、項目別に合計延長を算出する。 

（4） 曲げ支柱を使用する場合は、別途数量を算出する。 

（5） 端末支柱及び中間端末支柱の基礎コンクリートは、現場打ちを標準とするが、ブロックとする場

合は経済性、施工性の比較検討を行い算出する。 
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14.1.2 防護柵工（ガードレール、ガードパイプ、横断（転落）防止柵工） 

 

1  適 用 

ガードレール、ガードパイプ及び横断（転落）防止柵の設置工及び撤去工に適用する。 

2  数量算出項目 

ガードレール、ガードパイプ及び横断（転落）防止柵の延長を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、規格、設置形式とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
規 格 

設 置 

形 式 
単位 数 量 備 考 

ガードレール ○ ○ ｍ   

ガードパイプ ○ ○ ｍ   

横断（転落）防止柵 ○ ○ ｍ   

 

（2） 設置形式区分 

1） ガードレールの設置形式による区分は、次のとおりとする。 

ガードレールの 

設置形式 

土中建込み 

コンクリート建込み 

橋梁建込み 

耐雪型土中建込み 

耐雪型コンクリート建込み 

 

2） ガードパイプ、横断（転落）防止柵の設置形式による区分は、次のとおりとする。 

ガードパイプの 

設置形式 

土中建込用 

コンクリート建込用 

プレキャストコンクリートブロック建込み用 

（基礎ブロック質量 100 ㎏／個未満） 

プレキャストコンクリートブロック建込み用 

（基礎ブロック質量 100 ㎏／個以上） 

アンカーボルト固定用 

 

4  数量算出方法 

数量の算出は、「1章 基本事項」によるほか次の方法によるものとする。 

（1） ガードレールの延長は、袖レールを含む延長とする。 

（2） 土工、コンクリート基礎等及び舗装版の穴あけが必要な場合は別途算出する。 

（3） 施工箇所ごとに数量を算出し、項目別に合計延長を算出する。 

（4） 曲げ支柱を使用する場合は、別途数量を算出する。 

（5） 曲線部（半径 30ｍ以下）の場合は、曲線部の区間延長を算出する。 
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5  参考図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

支柱間隔 支柱間隔 

設計数量 

L1 L1 L1 

L L 9
 

袖パイプ 

※ 袖パイプは施工手間 
 及び材料費共に含む。 

※ 設計数量には含まない。 
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14.1.3 防雪柵設置工 

 

1  適 用 

防雪柵の設置及び撤去に適用する。 

2  数量算出項目 

防雪柵、防雪柵（材料費）の延長を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、規格、作業区分、形式、取付方式、柵高とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
規格 作業区分 形式 取付方法 柵高 単位 数量 備考 

防雪柵 ○ ○ ○ ○ ○ ｍ   

防雪柵（材料費） ○ × × × × ｍ   

 

（2） 防雪柵の作業区分は、次のとおりとする。 

作業区分 
設置 

撤去 

 

（3） 防雪柵の形式による区分は、次のとおりとする。 

形 式 
吹溜式 

吹払式 

 

（4） 防雪柵の取付方式による区分は、次のとおりとする。 

取付方式 

仮設式（支柱＋張立材） 

仮設式（張立材のみ） 

固定式（支柱＋張立材） 

固定式（張立材のみ） 

 

（5） 防雪柵の柵高による区分は、次のとおりとする。 

柵 高 

3.5ｍ以下（吹溜式 仮設式） 

3.5ｍ超え 6.0ｍ以下（吹溜式 仮設式） 

5.0ｍ以下（吹溜式 固定式） 

4.0ｍ以下（吹払式 仮設・固定式） 

 

4  数量算出方法 

数量算出は「１章 基本事項」によるほか、次の方法によるものとする。 

（1） 防雪柵（材料費）は、規格ごとに延長（ｍ）を算出する。 
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5  参考図（防雪柵の概念図） 

（1） 吹溜式防雪柵（仮設式） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    （固定式） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2） 吹払式防雪柵 

    （仮設式）                     （固定式） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

控ワイヤーロープ 

上支柱 

下支柱 
アンカー 

ターンバックル 

張立材（防雪板，防雪網） 

控えワイヤーロープ 

支柱 

支柱アンカーピン 
アンカー 

ターンバックル 

張立材（防雪板，防雪網） 

防雪板 

控柱 

コンクリート基礎 

支柱 

控ワイヤーロープ 

防雪板 

アンカー 

ターンバックル 

控柱 

控柱アンカーピン 

支持アンカーピン 

支柱 

控柱 

コンクリート基礎 

支柱 

防雪板 
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14.1.4 雪崩予防柵工 

 

1  適 用 

雪崩予防柵設置工に適用する。 

2  数量算出項目 

雪崩予防柵、雪崩予防柵（材料費）、吊柵アンカー、パイプアンカー（材料費）、樹脂アンカー（材

料費）、簡易ケーブルクレーン（1ｔ吊）設置・撤去の数量を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、柵種類、クレーン機種、持上範囲、吊柵アンカー規格とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
規格 柵種類 ｸﾚｰﾝ機種 持上範囲 

吊柵ｱﾝｶｰ

規格 
単位 数量 備考 

雪崩予防柵 ○ ○ ○ ○ × 基   

雪崩予防柵 

（材料費） 
○ × × × × 基   

吊柵アンカー ○ × × × ○ 本   

パイプアンカー 

（材料費） 
○ × × × × 本   

樹脂アンカー 

（材料費） 
○ × × × × 本   

簡易ケーブルクレーン 

（1ｔ吊）設置・撤去 
× × × × × 基   

（2） 雪崩予防柵の柵種類による区分は、次のとおりとする。 

柵種類 
固定柵 

吊柵 

（3） 雪崩予防柵のクレーン機種による区分は、次のとおりとする。 

クレーン機種 

トラッククレーン 

ラフテレーンクレーン 

簡易ケーブルクレーン 

（4） 雪崩予防柵の持上範囲による区分は、次のとおりとする。 

持上範囲 

15ｍ未満 

15ｍ以上 20ｍ未満 

20ｍ以上 45ｍ以下 

130ｍ以下 

（5） 吊柵アンカーの吊柵アンカー規格による区分は、次のとおりとする。 

吊柵アンカー規格 
パイプアンカー 

樹脂アンカー 

 

関連数量算出項目 

項 目 単位 数量 備 考 

土工（固定基礎工事） ㎥  必要な場合別途計上 

コンクリート（固定基礎工事） ㎥  必要な場合別途計上 

型枠（固定基礎工事） ㎡  必要な場合別途計上 

足場工（固定基礎工事・法面作業等） 掛㎡  必要な場合別途計上 

基礎材（固定基礎工事） ㎡  必要な場合別途計上 
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4  数量算出方法 

数量の算出は、「1章 基本事項」によるほか、次の方法によるものとする。 

（1） 雪崩予防柵（材料費）は、規格ごとに基数を算出する。 

（2） パイプアンカー（材料費）または樹脂アンカー（材料費）は、規格ごとに本数を算出する。 

（3） 持上範囲は、トラッククレーン及びラフテレーンクレーンの場合は機械設置地盤からの最大持上

げ高までの直高とし、簡易ケーブルクレーンの場合は資材仮置面から最大持上げ高までの直高とす

る。 

（4） 簡易ケーブルクレーンの設置基数は、現場条件または、布設箇所への現場内小運搬等を考慮して

決定する。 

 

5  参考図（雪崩予防柵設置工の種類） 

雪崩予防柵の種類は下図のとおりである。 

1） 固定柵－固定基礎を有する柵 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2） 吊柵－固定アンカーを有しワイヤ等で柵を吊っているもの 
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14.2 落石雪害防止工 

 

14.2.1 落石防止網工 

 

1  適 用 

落石防止網（覆式）の設置工及び撤去工に適用する。 

2  数量算出項目 

金網・ロープ、アンカーの数量を算出する。 

3  区 分 

区分は、規格とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
規格・仕様 単位 数 量 備 考 

設 

 

置 

金網・ロープ ○ ㎡  金網線径・亜鉛メッキ規格を明記 

岩盤用アンカー ○ 箇所  アンカー径・長さを明記 

羽根付アンカー ○ 本  アンカー径・長さを明記 

Ｔ型アンカー ○ 本  アンカー径・長さを明記 

ピンアンカー ○ 本  アンカー径・長さを明記 

撤 去  ㎡   

注）1. 数量は個々の落石防止網の施工箇所ごとに取りまとめる。なお、直高も明記する。 

 

4  数量算出方法 

数量の算出は、「1章 基本事項」によるほか次の方法によるものとする。 

（1） 金網・ロープ 

金網・ロープ面積は、材料ロス、継ぎ重ねによる割増を考慮しない金網の設置面積とする。 

 

（2） 落石防止網（ロックネット）概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

金網 

結合コイル 

主ロープ 

補助ロープ 

クロスクリップ 

アンカー 

ワイヤクリップ 

（覆  式） 
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14.2.2 落石防護柵工 

 

1  適 用 

落石防護柵の設置工及び撤去工に適用する。ただし、落雪の抑止効果を目的とする落雪（せり出し）

防護柵には適用しない。 

2  数量算出項目 

落石防護柵の延長を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、柵高、支柱間隔・ロープ数、メッキの有無、間隔保持材の有無、規格とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

落石防護柵の内訳は次の項目で算出する。 

区分 

項目 

柵高 

（ｍ） 

支柱間隔・

ロープ数 

ﾒｯｷの有無 

間隔保

持材の

有無 

規格 単位 数量 備 考 

中間支柱 ○ × × ○ 本   

端末支柱 ○ × × ○ 本   

落石防護柵 ○ ○ ○ ○ ｍ   

耐雪型落石防護柵

（上弦材付き） 
○ ○ × ○ ｍ   

ステーロープ × × × ○ 本  
岩盤用 

アンカーを含む 

注）1. 数量は個々の落石防護柵の施工箇所ごとに取りまとめる。 

  2. 数量は、除石開閉口（排土口）を含めた数量を算出する。 

  3. 落石防護柵の撤去は、撤去する柵延長を各規格毎に算出し、対象となる鋼材質量を算出すること。 

  4. 柵の支柱を曲支柱とする場合は、区分して算出する。 

 

4  数量算出方法 

数量の算出は、「1章 基本事項」によるほか次の方法によるものとする。 

（1） 支柱の基礎部「3章 コンクリート工、3.1 コンクリート工」による。 

（2） 落石防護柵概念図 

○落石防護柵（間隔保持材付き） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

端末支柱 
（サポート） 

端末支柱 間隔保持材 中間支柱 
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○耐雪型落石防護柵（上弦材付き）3.0ｍ間隔 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○耐雪型落石防護柵（上弦材付き）2.0ｍ間隔     ○落石防護柵 柵高の考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○落石防護柵の延長について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

排土口 

ステーロープ 

アンカー 

上弦材 補助中間支柱 

柵高さ＝ｂ＋ｃ 

柵高さ＝ａ 

直支柱（標準）の場合 曲支柱の場合 

ａ 

ｃ 

ｂ 

上弦材 中間支柱 
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14.3 標識工 

 

1  適 用 

道路標識の標識柱， 標識板， 標識基礎の設置工及び撤去工に適用する。 

2  数量算出項目 

標識柱、標識板、標識基礎の数量を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、構造・種類、規格・仕様とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 

構造・ 

種類 

規格・ 

仕様 
単 位 数量 備 考 

標識柱 

路側式 ○ ○ 基   

片持式 × × 
基 

 ※1 

門型式 × ○  ※1 

標識板 
案内標識 × ○ 枚  ※2 

案内標識以外 ○ × 枚   

標識基礎 

路側式 ○ × 基   

片持式 × × 
基 

 ※3 

門型式 × ×  ※3 

添架式標識板取付金具 ○ × 基  ※4 

注）1. 備考欄に※1 があるものは、標識柱の 1 基当り質量（㎏／基）も算出すること。 

  2. 備考欄に※2 があるものは、標識板の 1 枚当り面積（㎡／基）も算出すること。 

  3. 備考欄に※3 があるものは、標識基礎の 1 基当り体積（㎥／基）も算出すること。 

  4. 添架式標識板取付金具の単位（基）は、標識板枚数で算出すること。また、取付金具の段数を区分して算

出すること。 

 

（2） 構造・種類区分 

構造・種類による区分は、次のとおりとする。 

① 標識柱（路側式）、標識基礎（路側式） 
単柱式 

複柱式 

② 標識板（案内標識以外） 

警戒標識 

規制標識 

指示標識 

路線番号標識 

③ 添架式標識板取付金具の取付箇所 

信号アーム部 

照明柱・既設標識柱 

歩道橋 
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（3） 規格・仕様区分 

規格・仕様区分は、次のとおりとする。 

① 標識柱（路側式） 

柱の径 

φ 60.5 ㎜ 

φ 76.3 ㎜ 

φ 89.1 ㎜ 

φ101.6 ㎜ 

柱の塗装仕様 

メッキ 

下地亜鉛メッキ＋静電粉体塗装（白色） 

下地亜鉛メッキ＋静電粉体塗装（景観色） 

静電粉体塗装（白色） 

静電粉体塗装（景観色） 

支柱区分 
直支柱 

曲げ支柱 

 

② 標識柱（門型式） 

柱の１スパンの長さ 

10ｍ未満 

10ｍ以上 20ｍ未満 

20ｍ以上 

 

③ 標識板（案内標識） 

反射シートの仕様 

広角プリズム 

カプセルプリズム、カプセルレンズ 

封入プリズム、封入レンズ 

 

4  数量算出方法 

数量の算出は、「1章 基本事項」によるほか次の方法によるものとする。 

（1） 標識板 

1） 板の支柱（梁材）への取付ブラケットは、溶接を標準とする。クランプ型ブラケットで取り付

ける場合は、必要組数を別途算出する。 

2） 補助板は、本板と 1組で 1枚とする。 

3） 取付材料（ボルト・ナット等）を別途算出する。 

 

（2） 標識基礎 

1） コンクリート基礎は、床掘り・埋戻し土量（㎥）、コンクリート体積（㎥）等を算出する。な

お、門型式における基礎は、左右各々の数量（㎥）を算出する。 

2） アンカーボルトの数量を別途算出する。 

 

（3） 掘削残土については別途算出する。 
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14.4 道路付属施設工 

 

14.4.1 区画線工 

 

1  適 用 

道路に設置する区画線、路面標示の設置及び消去に適用する。 

2  数量算出項目 

区画線の設置延長および消去延長を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、施工方法、規格・仕様、施工区間、色、厚さとする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 

施 工 

方 法 

規 格 

仕 様 

施 工 

区 間 
色 厚 さ 単位 数 量 備 考 

区画線設置 ○ ○ ○ ○ ○ ｍ   

区画線消去 ○ × ○ × × ｍ  15 ㎝換算 

 

（2） 施工方法区分 

施工方法区分は次のとおりとする。 

① 区画線設置区分 

区画線設置区分 
手動 

車載式 

 

② 区画線消去区分 

区画線消去区分 

削り取り式  

ウォータージェット式 
溶融式 

ペイント式 

 

③ 区画線塗料区分 

区画線塗料区分 

常温型 ペイント式・水性型 

ペイント式・溶剤型 

溶融型 

加熱型 ペイント式・水性型 

ペイント式・溶剤型 

 

（3） 規格・仕様区分 

規格・仕様の区分は線種、施工幅毎に区分して算出する。 

区画線の種類 

実線 

施工幅 

15 ㎝ 

破線 20 ㎝ 

ゼブラ 30 ㎝ 

 45 ㎝ 

 

道路標示の種類 
矢印・記号・文字 

（線幅 10 ㎝以上） 
施工幅 15 ㎝換算 

注）1. 矢印・記号・文字は、構成する線幅が 10㎝未満のものについて、区分して算出する。 

  2. 区画線における横断歩道・停止線等はゼブラを適用する。 
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（4） 施工区間区分 

・区画線設置 

施工区間区分は供用区間、未供用区間を区分して算出する。 

排水性舗装区間については、上記区分に追加して区分する。 

・区画線消去 

排水性舗装区間、コンクリート舗装区間については、区分して算出する。 

（5） 色、厚さの区分 

色については、白色または黄色に区分する。 

厚さについては、1.5 ㎜または 1.0㎜に区分する。 

 

4  数量算出方法 

数量の算出は、「1章 基本事項」によるほか次の方法によるものとする。 

（1） 区画線設置 

実線・破線・ゼブラについては塗布幅毎の延長を、矢印・記号・文字等については、面積・箇所

ごとに 15㎝換算した延長を算出する。ただし、構成する線幅が 10㎝未満の矢印・記号及び文字に

ついては、区分して算出する。なお、破線については、実際に塗布する延長とする。 

※15ｃｍ換算の方法については、道路標示施工ハンドブック《（社）北海道道路標示業協会発行》

を参考とする。 

（2） 区画線消去 

消去面積を 15 ㎝換算した延長を算出する。 

≪参考 1≫ 区画線の使用区分について 

   区画線の交通量による使用区分は次のとおりとする。 

交通区分 

区画線種別 
3,000 台／日以上 3,000 台／日未満 摘 要 

中央線 

車線境界線 
加熱式 常温式 実線・破線（車載式） 

外側線 常温式 常温式 実線（車載式） 

中央分離帯 加熱式 常温式 実線（車載式） 

中央分離帯 

（ハッチ） 
常温式 常温式 ゼブラ（手動） 

横断歩道 

ゼブラ・停止線 
溶融式 溶融式 ゼブラ（手動） 

路面標示 溶融式 溶融式 矢印・記号（手動） 

ドット線 溶融式 溶融式 破線（手動） 

注）1. 追越しのための右側部分はみだし通行禁止の現況復旧の場合は、交通量による使用区分とし、新規の場合

は、公安委員会で実施する。 

  2.横断歩報道、路面標示については、新設舗装の場合、公安委員会で実施する。（現況復旧の場合は、交通量

による使用区分とする。） 

  3. 3,000 台／日未満の中央線、車線境界線及び 3,000 台／日以上の外側線は、道路状況などにより、常温式を

加熱式にすることができる。 

  4. 現道のラインの補修工事（交通安全工事（2 種）の場合等）については、交通量による区分とする。 
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14.4.2 縁石工 

 

1  適 用 

歩車道境界ブロック、地先境界ブロック、ブロック規格が 30 ㎝×30 ㎝及び 40 ㎝×40 ㎝の平板ブ

ロック（透水性ブロック含む）及び視覚障害者誘導用ブロック（点状ブロック、線状ブロック）の設

置工及び撤去工に適用する。 

2  数量算出項目 

歩車道境界ブロック、地先境界ブロックの延長、平板ブロック及び視覚障害者誘導用ブロックの面

積を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、規格、作業区分、基礎砕石の有無、均し基礎コンクリート規格、養生工の有無とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
規格 

作業

区分 

基礎砕石

の有無 

均し基礎

ｺﾝｸﾘｰﾄ 

規格 

養生工

の有無 

ｍ当り使

用料 

(個／ｍ) 

単

位 
数量 備考 

歩車道境界ブロック 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ｍ  設置 

× ○ × × × × ｍ  撤去 

地先境界ブロック 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ｍ  設置 

× ○ × × × × ｍ  撤去 

平坂ブロック ○ × × × × × ㎡   

視覚障害者誘導用 

ブロック 
○ × × × × × ㎡   

 

（2） 規格区分 

歩車道境界ブロック 

誘導縁石（分離帯用） 

車道用縁石（歩車道境界用） 

導水縁石（導水用） 

 

地先境界ブロック 舗装止縁石（舗装止用、植樹桝用） 

 

平板ブロック 
30cm × 30cm 

40cm × 40cm 

 

4  数量算出方法 

数量の算出は、「1章 基本事項」によるほか、次の方法によるものとする。 

（1） 土工（床掘り・埋戻し）、基礎（材・コンクリート等）、舗装版切断等が必要な場合は別途算出

する。 
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14.4.3 道路付属物工 

 

1  適 用 

視線誘導標、鋼製大型視線誘導標、中心標の設置工及び撤去工に適用する。 

2  数量算出項目 

視線誘導標、鋼製大型視線誘導標、中心標の本数を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、規格、設置形式とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
規 格 

設 置 

形 式 
単位 数 量 備 考 

視線誘導標 ○ ○ 本   

鋼製大型 

視線誘導標 
× ○ 基   

中心標 × ○ 本   

注） 視線誘導標は、標準型とスノーポール併用型に区分して算出する。 

 

（2） 規格区分 

規格による区分は、次のとおりとする。 

視線誘導標 

[標準型・ 

ｽﾉｰﾎﾟｰﾙ併用型] 

両面・片面区の区分 
両面反射  

片面反射  

反射体の径 
φ100 ㎜以下  

φ300 ㎜  

支柱径 

(標準型の反射体 

 径 100 ㎜以下のみ) 

φ34 ㎜ 土中建込用 

・コンクリート建込用 φ60.5 ㎜ 

φ89 ㎜ 

取付方式 

（標準型のみ） 

バンド式 防護柵取付用 

ボルト式 

かぶせ式 

側壁用 構造物取付用 

ベースプレート式 

反射体数 

(ｽﾉｰﾎﾟｰﾙ併用型のみ) 

1 個  

2 個  

 

（3） 設置形式区分 

設置形式による区分は、次のとおりとする。 

視線誘導標 

土中建込用 

コンクリート建込用（削孔含む） 

コンクリート建込用（削孔含まない） 

防護柵取付用 

構造物取付用 

鋼製大型 

視線誘導標 

柱＋基礎ブロック 

柱のみ 

基礎ブロックのみ 

中心標 

標柱＋蓋金物 

標柱のみ 

蓋金物のみ 
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4  数量算出方法 

数量の算出は、「1章 基本事項」によるほか次の方法によるものとする。 

(1) 視線誘導標 

土中建込用においては、基礎を使用する場合も含めて算出すること。 
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14.4.4 排水構造物工 

 

1  適 用 

暗渠排水管（硬質塩化ビニル管、ポリエチレン管等の有孔・無孔管）に適用する。 

2  数量算出項目 

暗渠排水管（硬質塩化ビニル管、ポリエチレン管等の有孔・無孔管）の数量を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、数量算出項目及び区分一覧表によるものとする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

1）暗渠排水管 

区分 

項目 
作業区分 管種別 呼び径 継手材料費 単位 数量 備考 

暗渠排水管 ○ ○ ○ ○ ｍ   

注）1. 硬質塩化ビニル管、ポリエチレン管等の有孔・無孔管の据付、撤去、据付・撤去の場合である。 

  2. 暗渠排水管の敷設であり、埋設を行わない地上露出配管の敷設は、別途考慮する。 

 

2）フィルター材 

区分 

項目 
ﾌｨﾙﾀｰ材の種類 単位 数量 備考 

フィルター材 ○ ㎥   

注）1. 暗渠排水管の敷設に伴うフィルター材（クラッシャラン・単粒度砕石等）の敷設の場合である。 

 

4  数量算出方法 

数量の算出は、「1章 基本事項」による。 

 

5  参考図 

（1） 路床縦断排水 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2） 路床横断排水 

 

 

 

 

 

 

切込砂利 80mm 級

有孔管内径 75～100mm

0
.
3
0
m

0.38m

0.20m

路床面

（砕石）
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（3） Ｖ型暗渠 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5
m
～
1
0
m

5
m
～
1
0
m

Ｖ型暗渠

路肩排水45°

切込砂利 80mm 級

有孔管内径 50mm

0
.
3
0
m

0.38m

0.20m

路床面

（砕石）



－286－ 

14.5 道路植栽工 

 

1  適 用 

道路の植樹に適用する。 

2  数量算出項目 

植樹を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、樹木の種類、支柱の種類、施工場所とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
樹木種類 支柱種類 施工場所 単位 数 量 備 考 

植 樹 ○ × ○ 本   

支 柱 × ○ ○ 本・ｍ   

地被類植付 × × ○ 鉢   

注）1. 単位の“本”は樹木１本当りとし、単位の“ｍ”は、支柱設置延長とする。 

  2. 高木とは樹高 3ｍ以上、中木とは樹高 60 ㎝以上３ｍ未満、低木とは樹高 60 ㎝未満とする。また、幹周とは

根鉢の上端から高さ 1.2ｍでの幹の周囲長とし幹が枝分かれしている場合の幹周は各々の総和の 70％とする。 

 

（2） 施工場所区分 

植樹を施工場所ごとに区分して算出する。なお、施工場所の定義は、次のとおりとする。 

① 供用区間 ：車両、自転車、歩行者等一般交通の影響を受ける現道上の施工場所で、次の

とおり区分する。 

歩 道 歩道または、車道と歩道の間に設置した植栽地 

交通島 
交差点において車両を導流するための導流島及び歩行者の安全を確保する

ために設けられた安全島及び植栽地 

中央分離帯 交通の分流制御を目的とした中央分離帯等に設けられた植栽地 

環境緑地帯 
幹線道路の沿道の生活環境を保全するための環境施設帯（駐車帯・道の駅 

等）に設けられた植栽地 

 

② 未供用区間：バイパス施工中等で、車両、自転車、歩行者等一般交通の影響を受けない施

工場所。 

注） 現道上であっても、一般交通の影響をほとんど受けずに作業実施可能な施工場所（通行止区間等）は未

供用区間とする。 

 

（3） 樹木の種類区分 

項目別の樹木の種類による区分は、次のとおりとする。 

植 樹 

低 木 樹高 60 ㎝未満 

中 木 

樹高 60 ㎝以上 100 ㎝未満 

樹高 100 ㎝以上 200 ㎝未満 

樹高 200 ㎝以上 300 ㎝未満 

高 木 

幹周 20 ㎝未満 

幹周 20 ㎝以上 40 ㎝未満 

幹周 40 ㎝以上 60 ㎝未満 

幹周 60 ㎝以上 90 ㎝未満 

注） 低木には、株物、一本立を含む。 
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（4） 支柱の種類区分 

項目別の支柱の種類による区分は、次のとおりとする。 

支 柱 

中 木 

二脚鳥居 添木付 樹高 250 ㎝以上 

八ツ掛（竹） 樹高 100 ㎝以上 

添柱形（1 本形・竹） 樹高 100 ㎝以上 

布掛（竹） 樹高 100 ㎝以上 

生垣形 樹高 100 ㎝以上 

高 木 

二脚鳥居 添木付 幹周 30 ㎝未満 

二脚鳥居 添木無 幹周 30 ㎝以上 40 ㎝未満 

三脚鳥居 幹周 30 ㎝以上 60 ㎝未満 

十字鳥居 幹周 30 ㎝以上 

二脚鳥居組合せ 幹周 50 ㎝以上 

八ツ掛 幹周 40 ㎝未満 

八ツ掛 幹周 40 ㎝以上 
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（白紙） 
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15章 鋼橋上部工 
 

15.1 鋼 材 

 

15.1.1 橋梁本体 

 

1  適 用 

鋼橋上部工の製作工の鋼材に適用する。 

2  数量算出項目 

鋼材質量を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、構造名称ごとに構造形式、材種、材質、寸法とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
構造名称 

構造 

形式 

規 格 
単位 数量 備  考 

材種 材質 寸法 

鋼材質量 

橋 体 (連毎に区分） ○ ○ ㎏   

付属物 

支 承 × ○ 個(㎏)   

高 欄 × ○ ㎏(ｍ)   

防護柵 × ○ ㎏(ｍ)   

伸縮継手 × ○ ㎏(ｍ)   

検査路 × ○ ㎏(ｍ)   

排水装置 × ○ ㎏(ｍ)   

耐震連結装置 × ○ ㎏(ｍ)   

（2） 構造形式 

構造形式による区分は、次のとおりとする。 

構造形式 

単純鈑桁 
連続板桁 
箱桁 
鋼床版鈑桁 
鋼床版箱桁 
トラス 
アーチ 
ラーメン 
角型鋼製脚 
丸型鋼製脚 
角型アンカーフレーム 
丸型アンカーフレーム 

（3） 材種区分 

材種による区分は、次のとおりとする。 

材 種 

鋼板 
平鋼 
形鋼 
棒鋼 
ボルトナット類 
パイプ類 
スタッドジベル 
鋼管 
その他 
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（4） 材質区分 

材質による区分は、下表のとおりとする。 

1） 標準とする鋼材（JIS） 

名 称 JIS 番号 規 格 

構造用

鋼材 

一般構造用圧延鋼材 JIS G 3101 SS400  
溶接構造用圧延鋼材 JIS G 3106 SM400,SM490,SM490Y,SM520,SM570  
溶接構造用耐候性熱間圧延鋼材 JIS G 3114 SMA400W,SMA490W,SMA570W  

鋼 管 
一般構造用炭素鋼鋼管 JIS G 3444 STK400,STK490  
配管用炭素鋼鋼管 JIS G 3452 SGP  

接合用

鋼材 

摩擦接合用高力六角ボルト,六角
ナット,平座金セット 

JIS G 1186 F8T,F10T  

六角ボルト JIS B 1180 強度区分 4.6･8.8･10.9  
六角ナット JIS B 1181 強度区分 4･8･10  

溶接 

材料 

軟鋼用被覆アーク溶接棒 JIS Z 3211  
高張力用被覆アーク溶接棒 
耐候性用被覆アーク溶接棒 
軟鋼及び高張力鋼用マグ溶接ソリ
ッドワイヤ 

JIS Z 3212 
JIS Z 3214 
JIS Z 3312 

 

軟鋼及び高張力鋼用アーク溶接フ
ラック入りワイヤ 

JIS Z 3313  

耐候性鋼用炭酸ガスアーク溶接ソ
リッドワイヤ  

JIS Z 3315  

耐候性鋼用炭酸ガスアーク溶接フ
ラックス入りワイヤ 

JIS Z 3320  

炭素鋼及び低合金鋼用 
サブマージアーク溶接ワイヤ 

JIS Z 3351  

炭素鋼及び低合金鋼用サブマージ
アーク溶接フラックス  

JIS Z 3352  

鋳鍜 

造品 

炭素鋼鍜鋼品 JIS G 3201 SF490,SF540  
炭素鋼鋳鋼品 JIS G 5101 SC450  
溶接構造用鋳鋼品 JIS G 5102 SCW410,SCW480  
構造用高張力炭素鋼及び低合金鋼
鋳鋼品（低マンガン鋼鋳鋼品） 

JIS G 5111 SCMn1A,SCMn2A  

機械構造用炭素鋼鋼材 JIS G 4051 S35C,S45C  
ねずみ鋳鉄品 JIS G 5501 FC245  
球状黒鉛鋳鉄品 JIS G 5502 FCD400  

線 材 

ピアノ線材 JIS G 3502 SWRS  
硬鋼線材 JIS G 3506 SWRH  
ＰＣ鋼線及びＰＣ鋼より線 JIS G 3536 丸線：SWPR1  

異形線：SWPD1 
2 本より線：SWPR2 
7 本より線：SWPR7 
19 本より線：SWPR19  

棒 鋼 

鉄筋コンクリート用棒鋼 JIS G 3112 SR235,SD295,SD345  
ＰＣ鋼棒 JIS G 3109 A 種 1 号：SBPR785／930 

A 種 2 号：SBPR785／1030 
B 種 1 号：SBPR930／1080 
B 種 2 号：SBPR930／1180  

頭付きスタッド JIS B 1198 呼び名 19,22  

 

2） 標準とする鋼材（JIS以外） 

名 称 規 格 

接合用鋼材 

トルシア形高力ボルト･六角ナット 

         ・平座金のセット 

（日本道路協会 1983） 

S10T 

支圧接合用打込み式高力ボルト 

   ・六角ナット･平座金暫定規格 

(日本道路協会 1971） 

B10T,B8T 
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（5） 寸法区分 

1） 鋼板 

板厚ごとに区分し数量をまとめるものとするが、次のとおり材質別、板厚範囲別に小計するも

のとする。 

ａ）一般構造用圧延鋼材（JIS G 3101)  

材 質 板 厚 

SS400 

    ｔ＜1.6 ㎜ 冷延薄板 

1.6 ㎜≦ｔ＜  3 ㎜ 熱延薄板 

3  ㎜≦ｔ＜  6 ㎜ 中  板 

 6  ㎜≦ｔ 厚  板 

 

ｂ）溶接構造用圧延鋼材（JIS G 3106） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ）溶接構造用耐候性熱間圧延鋼材（JIS G 3114） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注） 通常塗装使用（Ｐ）、通常裸または、さび安定処理用（Ｗ）の区分ごとに算出すること。 

材 質 板 厚 

SM400A 

ｔ≦ 38 ㎜ 

38 ㎜＜ｔ≦100 ㎜ 

 

SM400B 

ｔ≦ 25 ㎜ 

25 ㎜＜ｔ≦ 38 ㎜ 

38 ㎜＜ｔ≦ 50 ㎜ 

50 ㎜＜ｔ≦100 ㎜ 

SM400C 

ｔ≦ 25 ㎜ 

25 ㎜＜ｔ≦ 38 ㎜ 

38 ㎜＜ｔ≦ 50 ㎜ 

SM490A 

ｔ≦ 50 ㎜ 

50 ㎜＜ｔ≦100 ㎜ 

 

SM490B 

ｔ≦ 25 ㎜ 

25 ㎜＜ｔ≦ 38 ㎜ 

38 ㎜＜ｔ≦ 50 ㎜ 

50 ㎜＜ｔ≦100 ㎜ 

SM490C 

ｔ≦ 25 ㎜ 

25 ㎜＜ｔ≦ 38 ㎜ 

38 ㎜＜ｔ≦ 50 ㎜ 

材 質 板 厚 

SM490YA 

ｔ≦25 ㎜ 

25 ㎜＜ｔ≦38 ㎜ 

38 ㎜＜ｔ≦50 ㎜ 

SM490YB 

ｔ≦25 ㎜ 

25 ㎜＜ｔ≦38 ㎜ 

38 ㎜＜ｔ≦50 ㎜ 

 

SM520B 

ｔ≦25 ㎜ 

25 ㎜＜ｔ≦38 ㎜ 

38 ㎜＜ｔ≦50 ㎜ 

SM520C 

ｔ≦25 ㎜ 

25 ㎜＜ｔ≦38 ㎜ 

38 ㎜＜ｔ≦50 ㎜ 

SM570D 

(Q) 

 6 ㎜≦ｔ≦20 ㎜ 

20 ㎜＜ｔ≦38 ㎜ 

38 ㎜＜ｔ≦50 ㎜ 

50 ㎜＜ｔ≦75 ㎜ 

材 質 板 厚 

SMA400A 
 6 ㎜≦ｔ≦38 ㎜ 

38 ㎜＜ｔ≦50 ㎜ 

SMA400B 

 6 ㎜≦ｔ≦25 ㎜ 

25 ㎜＜ｔ≦38 ㎜ 

38 ㎜＜ｔ≦50 ㎜ 

SMA400C 

 6 ㎜≦ｔ≦25 ㎜ 

25 ㎜＜ｔ≦38 ㎜ 

38 ㎜＜ｔ≦50 ㎜ 

材 質 板 厚 

SMA490A 6 ㎜≦ｔ≦50 ㎜ 

SMA490B 

 6 ㎜≦ｔ≦25 ㎜ 

25 ㎜＜ｔ≦38 ㎜ 

38 ㎜＜ｔ≦50 ㎜ 

SMA490C 

 6 ㎜≦ｔ≦25 ㎜ 

25 ㎜＜ｔ≦38 ㎜ 

38 ㎜＜ｔ≦50 ㎜ 

SMA570 

(Q) 

 6 ㎜≦ｔ≦20 ㎜ 

20 ㎜＜ｔ≦38 ㎜ 

38 ㎜＜ｔ≦50 ㎜ 
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2） 平鋼及び形鋼（山形鋼、溝形鋼、Ｉ形鋼、Ｈ形鋼、角鋼、ＣＴ形鋼） 

サイズごとに区分して算出する。 

※Ｕリブについては、形鋼ではなく鋼板として算出すること 

3） 棒鋼（丸鋼、バーインコイル、異形棒鋼） 

直径ごとに区分して算出する。 

4） ガスパイフﾟ、鋼管 

呼び径及び外径・肉厚ごとに区分して算出する。 

5） ボルト、スタッドジベル 

径及び長さごとに区分し、質量および本数の小計をとるものとする。 

 

4  数量算出方法 

数量の算出は、「1章 基本事項」によるほか次の方法によるものとする。 

原則として純断面で計算する。単位は㎏とし、㎏以下を丸めるものとする。鋼材は材料計算書によ

り、鋼材数量を取りまとめるものとし、数量計算を行う鋼橋が数連ある場合は、総括表のほか各連毎

に数量表を作成する｡  

なお、小計はできるだけ項目、小区分ごとに計上し、各連ごとに項目ごとの合計を計上しなければ

ならない。 

異形部材で組合せ等により矩形部材と考えられるものや、非常に大きな端材を生ずるものについて

は、その部材の実質量（ネット質量）で計上することを原則とするが、極端な異形部材でどうしても

1 つ 1 つ四辺形部材から切り出さなければならないものや、形状が複雑で面積の算出が困難なものな

どについては、グロス質量で計上してもよい。 

数量計算の分類は、次のとおりとする。 

ネット質量で計算するものの例 グロス質量で計算するものの例 

1. 矩形部材・台形部材・平行四辺形部材 

2. 全長にわたってテーバーのついた部材 

3. 伸縮継手の櫛形部 

4. ラーメン形またはフレーム形の対傾構

の開口部 

1. 形状の複雑なガセットプレート 

2. 板厚変化のテーパー 

3. 板幅変化のテーパー 

4. スチフナーの切欠 

5. ハンドホール，マンホール， リベット、ボルト

の穴など。 

 ただし、トラス橋のガセット、ハンドホールにつ

いては、ネット質量で計算する方が適当な場合もあ

るので注意を要する。 
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《ネットで計算するもの》           《グロスで計算するもの》 

① 台形部材 

② 全長にわたってテーパーのついた部材 

 

 

 

 

 

③ 伸縮継手の櫛形部 

 

 

 

 

④ ラーメン形またはフレーム形の 

  対傾構の穴 

 

 

 

 

⑤ 桁高の変化するもの 

  （連続形、ゲルバー桁） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① ガセットプレート 

② 板厚変化のテーパー 

    （Web,Frange 等） 

③ 板幅変化のテーパー 

④ スチフナーの切欠 

⑤ トラス、ローゼの吊材の穴 

（水道管等の添架のための穴を含む） 
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15.1.2 付属物 

 

1  適 用 

鋼橋上部工の付属物（落橋防止、排水装置、支承、高欄、防護柵、伸縮継手、検査路、耐震連結装

置、その他）に適用する。 

注） 構造形式別数量集計方法は、「鋼道路橋数量集計マニュアル（案）」（国土交通省）によるものとする。 

2  数量算出項目 

材片数、材片質量、部材数、加工鋼材質量を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、構造名称、材種、材質、寸法とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
構造形式 

規 格 
単位 数 量 備 考 

材種 材質 寸法 

材片数 ○ ○ 個   

材片質量 ○ ○ ｔ   

部材数 ○ ○ 個   

加工鋼材質量 ○ ○ ｔ   

 

（2） 構造名称区分 

構造名称による区分は、次の通りとする。 

構造名称 

落橋防止 

排水装置 

支承 

高欄 

防護柵 

伸縮継手 

検査路 

耐震連結装置 

その他 

 

（3） 材種区分 

材種による区分は、「15.1.1 橋梁本体、3 区分（3）材種区分」によるものとする。 

（4） 材質区分 

材質による区分は、「15.1.1 橋梁本体、3 区分（4）材質区分」によるものとする。 

（5） 寸法区分 

寸法による区分は、「15.1.1 橋梁本体、3 区分（5）寸法区分」によるものとする。 
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15.2 工場製作工 

 

15.2.1 鋼材質量 

 

1  適 用 

鋼橋上部工の製作工に適用する。 

2  数量算出項目 

大型材片数、板継ぎ溶接延長等を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、構造名称ごとに橋梁本体および本体と同様に集計する付属物、及び付属物とする。 

（1） 橋梁本体および本体と同様に集計する付属物 

1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

 

算出項目 

単位 
構造 

名称 

集 計 項 目 

合計 備考 
本体 

落橋 

防止 

架設用

補強材 

排水 

装置 

検査用

手摺 

大型材片 
材片数 ヶ ○ ○ × × × × ○  

材片質量 ㎏ ○ ○ × × × × ○  

小型材片 
材片数 ヶ ○ ○ ○ ○ × × ○  

材片質量 ㎏ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

部材数 ヶ ○ ○ × × × × ○  

対

傾

構 

加工鋼材質量 ㎏ ○ ○ × × × × ○  

部材数 
形鋼ﾄﾗｽ構造 ヶ ○ ○ × × × × ○  

鋼板ﾄﾗｽ構造 ヶ ○ ○ × × × × ○  

横

構 

加工鋼材質量 ㎏ ○ ○ × × × × ○  

部材数 
形鋼ﾄﾗｽ構造 ヶ ○ ○ × × × × ○  

溶接構造 ヶ ○ ○ × × × × ○  

加工鋼材 

質量 

上記合計 ㎏ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

内 570 材相当

材加工質量 
㎏ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

部材数 ヶ ○ ○ × × × × ○  

板継溶接延長(6mm 換算長) ｍ ○ ○ × × × × ○  

大型材Ｔ継手溶接長(実長) ｍ ○ ○ × × × × ○  

対傾構の部材数 個 ○ × × × × × ○ 注)1 

横構の部材数 個 ○ × × × × × ○ 注)1 

主桁間隔 ｍ ○ × × × × × × 注)2 

主桁高 ｍ ○ × × × × × × 注)2 

平均支間長 ｍ ○ × × × × × × 注)2 

注）1. 構造形式のうち単純鈑桁、連続鈑桁について算出する。 

  2. 構造形式のうち単純鈑桁、連続鈑桁、箱桁、鋼床版鈑桁、鋼床版箱桁、ラーメン、トラス、アーチについ

て算出する。 
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2） 構造名称 

構造名称による区分は、次のとおりとする。なお、詳細は「鋼道路橋数量集計マニュアル（案）」

（国土交通省）によるものとする。 

構造名称 

単純鈑桁 

連続鈑桁 

箱桁 

鋼床版鈑桁 

鋼床版箱桁 

トラス 

アーチ 

ラーメン 

角型鋼製脚 

丸型鋼製脚 

角型アンカーフレーム 

丸型アンカーフレーム 

 

（2） 付属物 

1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
付属物名称 形式記号 数量 

加工質量 ○ ○  

 

2） 付属物名称 

伸縮装置、高欄、防護棚、検査路、ケーブルラック、電らん管、標識柱、化粧板、架設材、添

架物に分ける。 

3） 形式記号 

「鋼道路橋数量集計マニュアル（案）」（国土交通省）による。 

 

4  数量算出方法 

数量の算出は、「1 章 基本事項」によるほか、「鋼道路橋数量集計マニュアル（案）」（国土交

通省）によるものとする。 

ただし、排水装置、検査用手摺、足場用吊金具及びスラブアンカーの材片数は集計しない。 

なお、Ｈ.Ｔ.Ｂ、スタッドジベル、高力ボルト等の購入品は、集計対象外とする。 

また、付属物には、アルミ高欄、ゴムジョイント、鋳物（支承・排水桝）等の工場で加工しない製

品は対象外とする。 
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15.2.2 溶接延長 

 

1  適 用 

鋼橋上部工の製作工に適用する。 

注） 構造形式別数量集計方法は、「鋼道路橋数量集計マニュアル（案）」（国土交通省）によるものとする。 

2  数量算出項目 

板継溶接延長（6㎜換算長）、大型材片Ｔ継手溶接延長（実長）を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、構造名称、材質とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
構造名称 材 質 単位 数 量 備 考 

板継溶接延長（6 ㎜換算長） ○ ○ ㎜   

大型材片Ｔ継手溶接延長（実長） ○ ○ ㎜   

 

（2） 構造名称区分 

構造名称による区分は、次の通りとする。 

構造名称 

単純鈑桁・連続鈑桁 

箱桁 

鋼床版鈑桁 

鋼床版箱桁 

トラス 

アーチ 

ラーメン 

鋼製橋脚 

アンカーフレーム 

立体ラーメン 

 

（3） 材質区分 

材質による区分は、「15.1.1 橋梁本体、3 区分（4）材質区分」によるものとする。 
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15.3 塗装工 

 

1  適 用 

鋼橋上部工の塗装工に適用する。 

2  数量算出項目 

塗装の面積を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、塗装場所、塗装工程、塗装面、塗装の種類とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
塗装場所 塗装工程 塗装面 

塗装の 

種 類 
単位 数 量 備  考 

塗 装 ○ ○ ○ ○ ㎡   

注） 構造部材ごとに数量をとりまとめるものとする。 

 

（2） 塗装場所区分 

塗装場所による区分は、次のとおりとする。 

塗装場所 
工場塗装 

現場塗装 

 

（3） 塗装工程区分 

塗装工程による区分は、次のとおりとする。 

塗装工程 

塗装前処理 

（原板ブラスト・プライマー） 

塗装前処理（二次素地調整） 

塗装前処理（二次素地調整 

（製品ブラスト）を含む） 

塗装前処理 

（原板ブラストのみ） 

下塗り 

中塗り 

上塗り 

注） 二次素地調整の処理方法は、動力工具処理及びブラスト処理の方法を問わず適用する。 

 また、二次素地調整（製品ブラスト）は二次素地調整で製品ブラストを行う場合に適用する。 

 

（4） 塗装面区分 

塗装面による区分は、次のとおりとする。 

構造名称 

外面塗装 

内面塗装 

現場継手塗装 

コンクリート接触面塗装 

 

（5） 塗装の種類区分 

塗装系により区分して算出する。 

溶融亜鉛メッキは、別途計上するものとする。 

溶融亜鉛メッキは、メッキ付着量の種類ごとに区分し、鋼材質量を算出する。 
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4  数量算出方法 

数量の算出は、「1章 基本事項」によるほか次の方法によるものとする。 

塗装面積は、「① 鋼材質量と板厚から計算する方法」、「② 寸法から計算する方法」のいずれ

かにより算出するものとする。 

以下に「① 鋼材質量と板厚から計算する方法」を示す。 

（1） 基本的な考え方 

1） 使用鋼材の全量について、その全表面積（Ａ）を算出する。 

2） コンクリートとの接触面、継手部接合等の非塗装面積（Ｂ）を算出する。 

3） Ａ―Ｂを実塗装面積とする。 

（2） 算出方法 

1） 全表面積（Ａ）は、板厚別鋼材質量計算書を用いて次式により算出する。 

ａ）鋼板 

  Ａｍ＝ 
2×Ｗｍ 

7.85×ｔｍ 

Ａｍ：鋼板の表面積（㎡） 

Ｗｍ：鋼板の質量（㎏） 

ｔｍ：鋼板の厚さ（㎜） 

ｂ）形鋼 

Ａｍ＝ａｍ×Ｗｍ 

ａｍ：形鋼の単位質量当り表面積（㎡／㎏） 

Ｗｍ：形鋼の質量（㎏） 

ｃ）高力ボルト 

Ａｍ＝ｂｍ×ｎ 

ｂｍ：ボルト１本当りの塗装面積の増加量（㎡） 

ｎ：ボルト本数 

ｄ）Ａ＝∑Ａｍ 

 

2） 非塗装面積（Ｂ）は、次のいずれかの方法により算出する。 

ａ）非塗装鋼材を板厚別、形鋼種別質量に集計できる場合は、「１)－ａ）」、「１)－ｂ）」の

方法による。 

ｂ）「ａ）」が困難な場合は、直接計算による。（部材の合せ面、端対傾構のコンクリートとの

接触面、トラスの箱断面の内面等） 
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3） 塗装前処理面積は、次の方法により計算する。 

ａ）原板ブラスト・プライマーの面積は、鋼板及び形鋼の全表面積とする。 

ｂ）二次素地調整の面積は、非塗装部を考慮のうえ算出する。 

また、二次素地調整［製品ブラスト］の面積は、加工後の形状を考慮のうえ算出する。 

ｃ）形鋼の単位質量（㎏）当りの表面積（ａｍ） 

 
サイズ 

周長 

（ｍ） 

単位質量

(㎏／ｍ) 

単位質量当り表面積

（㎡／㎏） 

山形鋼 

90×90×10 

100×100×10 

130×130×9 

130×130×12 

150×150×12 

150×150×15 

0.350 

0.390 

0.510 

0.508 

0.588 

0.585 

13.3 

14.9 

17.9 

23.4 

27.3 

33.6 

0.0262 

0.0261 

0.0285 

0.0217 

0.0215 

0.0174 

溝形鋼 
250×90×9×13 

300×90×9×13 

0.814 

0.914 

34.6 

38.1 

0.0235 

0.0240 

ＣＴ形鋼 

95×152×8×8 

118×176×8×8 

118×178×10×8 

144×204×12×10 

0.483 

0.574 

0.578 

0.681 

15.2 

18.5 

20.4 

29.2 

0.0320 

0.0311 

0.0285 

0.0234 

球平形鋼 

180×9.5×23 

200×10×26.5 

230×11×30 

250×12×33 

0.401 

0.446 

0.512 

0.557 

16.5 

19.8 

25.1 

29.9 

0.0248 

0.0230 

0.0208 

0.0190 

 

ｄ）－１ 摩擦接合用高力六角ボルト 1本当り塗装面積（ｂｍ） 

径 面 積（㎡） 

M20 

M22 

M24 

5.29／1,000 

6.70／1,000 

8.18／1,000 

 

ｄ）－２ 摩擦接合用トルシアボルト 1本当り塗装面積（ｂｍ） 

径 面 積（㎡） 

M20 

M22 

M24 

4.02／1,000 

5.06／1,000 

6.20／1,000 
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15.4 鋼橋架設工 

1  適 用 

鋼橋上部工の架設工に適用する。 

2  数量算出項目 

地組、架設、本締めボルト、現場溶接、金属支承、ゴム支承、落橋防止装置、仮設備の数量を区分

毎に算出する。 

3  区 分 

区分は、規格・仕様、橋梁型式とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
規格・仕様 橋梁型式 単位 数 量 備 考 

地組質量 × ○ ｔ  注）1 

架

設 

橋体総質量 × ○ ｔ  注）2 

主桁質量 × ○ ｔ   

主桁架設回数 × ○ 回   

本締めボルト本数 ○ × 本   

現場溶接 ○ × ｍ   

Ｕリブ溶接 ○ × 個   

金

属

支

承 

支承総質量 × × ｔ   

支承設置数 ○ × 基   

支承据付材料 ○ × ㎥   

ゴ
ム
支
承 

支承設置数 ○ × 基   

支承据付材料 ○ × ㎥   

落橋防止装置 ○ × 組   

仮

設

備 

ベント柱本数 × × 本   

ベント高さ × × ｍ   

ベント質量 × × ｔ   

外桁間隔 × × ｍ   

注）1. 地組質量は、地上組立をすべき主桁（鋼床版・溶接版を含む）の質量であり、副部材及び高欄等の質量は

除く。 

  2. 橋体総質量は、「鋼道路橋数量集計マニュアル（案）」（国土交通省）における「工数算定要素集計表」

の加工鋼材質量合計（本体及び本体と同様に集計する付属物の加工鋼材質量の合計）から排水装置の質量を

除き、伸縮装置及び検査路（桁付・下部付）の加工鋼材質量を加算したものとする。なお、鋼床版桁の場合

は排水桝の鋼材質量を加算する。 

  3. 主桁質量は、「鋼道路橋数量集計マニュアル（案）」（国土交通省）にて主桁の大型材片及び小型材片に

分類されている部材の総質量である。なお、鋼床版桁の場合は鋼床版の大型材片及び小型材片の質量の合計

も含む。 

  4. 鋼製以外（アルミ又は FRP）の検査路は、上記鋼材質量に加算しないものとする。 

  5. 主桁架設回数には、鋼床版の架設回数を含む。なお、地組を行った場合の主桁架設回数は地組後の部材数

を架設回数とする。 

  6. 落橋防止装置は、ＰＣ鋼棒またはケーブルによって連結される落橋防止装置である。 

  7. 支承総質量には、アンカーボルトを含む。 

  8. 支承据付材料とは、無収縮モルタル等である。 

  9. 架設用仮設備において、基礎等が必要な場合は別途算出する。また、その他の架設方法は、必要に応じ所

要数量を別途算出する。 
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4  数量算出方法 

数量の算出は、「1章 基本事項」によるほか次の方法によるものとする。 

（1） ベント設備質量 

トラッククレーン等によるベント工法で使用されるベントのように、架設する部材毎に設置し橋

体のみを支持するベントで比較的大きな反力とならない高さ 30ｍ以内のベント質量は、下記により

算出する。 

 ベント総質量（Ｔ）は、次式による。 

Ｔ＝ΣＴｉ 

ｈ＜10    Ｔｉ＝0.372×（Ｂ＋1.5）＋｛4.737×n＋0.372×（Ｂ＋1.5）｝×ｈ／10 

10≦ｈ≦30    Ｔｉ＝0.39×ｎ×ｈ＋0.744×（Ｂ＋1.5）＋0.837×ｎ 

 ただし、Ｔ：ベント総質量（つなぎ材、筋かい、梁等を含む）（ｔ） 

Ｔｉ：1基当りのベント質量（ｔ） 

 ｎ：1列当りのベント柱本数（本） 

 ｈ：ベント高さ（基礎天端から主桁下端まで）（ｍ） 

 Ｂ：外桁～外桁間隔（箱桁は外 Web～外 Web間隔）（ｍ） 

 なお、Ｔｉ、ｈ、Ｂとも小数第 1位止（2位四捨五入）とする。 

 

（2） ベント基礎鋼板 

ベント基礎で鋼板を用いる場合の延べ面積（Ａ）は次式による。 

Ａ＝ΣＡｉ 

Ａｉ＝（Ｂ＋２）×３ 

ただし、Ａｉ：ベント１基当りの基礎の面積 

Ｂ：外桁～外桁間隔（箱桁は外 Web～外 Web間隔）（ｍ） 

なお、Ａｉ、Ｂとも小数第１位止（２位四捨五入）とする。 

 

5  参考図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ﾍﾞﾝﾄ１基 

ﾍﾞﾝﾄ本体 

ﾍﾞﾝﾄ１基 

ﾍﾞﾝﾄ本体 

ｈ 

ｈ 

Ｗ 

Ｂ 

構造幅：Ｂ（ｍ） 

鋼板長：Ｌ（ｍ） 

Ｌ 

鋼板幅：Ｗ（ｍ） 

ベント高さ：ｈ（ｍ） 
Ｗ 

ｎ（例：５本） 
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15.5 仮設工 

 

15.5.1 足場設備工 

 

1  適 用 

鋼橋架設工の足場設備工に適用する。 

2  数量算出項目 

足場の面積を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、使用目的、足場種類とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
使用目的 足場種類 単位 数 量 備 考 

足 場 ○ ○ ㎡   

（2） 使用目的区分 

使用目的による区分は次のとおりとする。 

使用目的 

架設足場 

床版足場 

現場塗装足場 

（3） 足場種類区分 

足場種類による区分は、次のとおりとする。 

足場種類 
パイプ吊り足場 

ワイヤーブリッジ転用足場 

標準はパイプ足場とするが、次の場合はワイヤーブリッジ転用足場を考慮する。 

① 地上または水面上高さが 10ｍ以上となる場合 

② 対岸または相隣接する橋台、橋脚間の作業場の通路がない場合 

③ その他安全管理上等ワイヤーブリッジ転用足場が必要な場合 

 

4  数量算出方法 

数量の算出は、「1章 基本事項」によるほか次の方法によるものとする。 

（1） 足場は、径間ごとに腹板高（Ｈ）が 1.5ｍ未満、以上に区分して算出する。 

Ａ＝Ｗ×Ｌ 

Ａ：橋面積（㎡） 

Ｗ：全幅員（地覆外縁間距離）（ｍ） 

Ｌ：橋長（ｍ） 

（2） 側面塗装足場 

トラス、アーチ、ランガー桁等の斜材、吊材を有する構造では、次式による現場塗装用側面足場

を算出する。 

Ａ＝側面投影面積（㎡）×２ 

Ａ：トラス等の側面面積（左右両弦の計）（㎡） 
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15.5.2 防護設備工 

 

1  適 用 

鋼橋架設工の防護設備工に適用する。 

2  数量算出項目 

防護の面積を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、防護種類とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
防護種類 単位 数 量 備 考 

防 護 ○ ㎡   

 

（2） 防護種類区分 

防護種類による区分は、次のとおりとする。 

防護種類 

板張防護工 

シート張防護工 

ワイヤーブリッジ防護工 

板張防護工は、桁下に鉄道、道路等があり、第三者に危険を及ぼす恐れのある場合に使用する。 

シート張り防護工は、鋼橋塗装において塗料飛散を防止する必要がある場合に使用する。 

ただし、桁下に鉄道、道路等があり、第三者に危険を及ぼす恐れがある場合は、板張防護とする。 

ワイヤーブリッジ防護工は、転落防護及び落下防止の目的で使用する。 

 

4  数量算出方法 

数量の算出は、「1章 基本事項」によるほか次の方法によるものとする。 

防護工必要面積は、次式により算出する。 

Ａ＝Ｗ×Ｌ 

Ａ：防護工必要面積（㎡） 

Ｗ：全幅員（地覆外縁間距離）（ｍ）  

Ｌ：必要長（ｍ） 

ただし、トラス、アーチ式、ランガー桁等側面塗装をする場合において飛散防止のためシート 

防護工を設置する場合は次式により算出する。 

Ａ＝側面投影面積（㎡）×2 

Ａ：トラスの側面面積（左右両弦の合計）（㎡） 

 

ワイヤーブリッジ防護工における橋面積は、次式により算出する。 

Ａ＝全幅員（地覆外縁間距離）×橋長 
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15.5.3 登り桟橋工 

 

1  適 用 

鋼橋架設工の登り桟橋工に適用する。 

2  数量算出項目 

登り桟橋の設置数を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、設置高さとする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
設置高さ 単位 数 量 備 考 

登り桟橋 ○ 箇所   

 

4  数量算出方法 

数量の算出は、「1章 基本事項」によるほか次の方法によるものとする。 

橋脚等における登り桟橋については、下記により算出することを原則とする。 

（1） 橋脚、橋台の高さが 2.0ｍ以上となる場合を対象とする。 

（2） 設置箇所数は、河川内等で設置が困難な場合あるいは設置する必要がない場合を除き、現場状況

を勘案し、橋脚、橋台に各 1箇所とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H
=
2.
0
ｍ
以
上
 

H
=
2.
0
ｍ
以
上
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15.6 床版工 

 

15.6.1 コンクリート床版工 

 

1  適 用 

鋼橋上部工の床版工に適用する。 

2  数量算出項目 

型枠面積、鉄筋質量、コンクリート体積及び床版面積を算出する。 

（1） 数量算出項目一覧表 

項 目 規格・仕様 単位 数 量 備 考 

型 枠  ㎡   

鉄 筋  ｔ   

コンクリート  ㎥   

床 版  ㎡   

 

3  数量算出方法 

数量の算出は、「1章 基本事項」によるほか次の方法によるものとする。 

鉄筋、コンクリートの数量の算出は、「3章 コンクリート工」によるが型枠の数量は、下図によ

り算出する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

：型枠面積 
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15.7 橋梁付属物工 

 

15.7.1 伸縮装置工 

 

1  適 用 

橋梁用鋼製伸縮装置工の新設（単独で発注する工事）及び補修に適用する。 

2  数量算出項目 

伸縮装置材料、補強鉄筋、コンクリートアンカー、打設コンクリートの数量を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、規格とする。 

（1） 数量算出項目一覧表 

区分 

項目 

本体 

質量 
規格 単位 

数量 
備 考 

新設 取替 

伸縮装置材料 

○ 

○ ｍ    

補強鉄筋 ○ ｔ   必要な場合 

コンクリートアンカー ○ 本   必要な場合 

打設コンクリート ○ ㎥   必要な場合 

注） 伸縮装置の製作に必要な材料の数量も算出する。 

 

4  数量算出方法 

数量の算出は､「1章 基本事項」によるほか次の方法によるものとする。 

（1） 伸縮装置材料 

伸縮装置本体の延長を算出する。 

（2） 打設コンクリート 

生コンクリート、超速硬コンクリート、樹脂モルタル等に区分して体積を算出する。 

（3） 補強鉄筋等 

補強鉄筋及びコンクリートアンカーは、質量及び本数を算出する。 
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15.7.2 橋梁排水管設置工 

 

1  適 用 

鋼管、ＶＰ管、ＦＲＰ管（φ150mm～φ200mm）による各種系統タイプ及び溝部の橋梁排水管を設置

する作業に適用し、排水桝設置及び排水管製作は含まない。 

2  数量算出項目 

排水管設置の延長を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、管種区分とする。 

（1） 数量算出項目一覧表 

区分 

項目 
管種区分 単位 数量 備考 

コンクリートアンカーボルト設置 × 箇所   

排水管設置 ○ ｍ  注）1、2 

排水管（材料費） ○ ｍ  注）1、2 

注）1. 流心延長も算出する。 

  2. 排水径は、φ150～φ200 とする。 

 

（2） 管種区分 

管種区分は、次のとおりとする。 

管種区分 

ＶＰ管 

鋼管 

ＦＲＰ管 

 

4  数量算出方法 

数量の算出は、「1章 基本事項」によるほか次の方法によるものとする。 

（1） 排水管（材料費）は、管種区分ごとに、直管の他、蛇腹管・エルボ等の排水管（付属品及び支持

金具を含む）も算出する。 
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15.8 橋梁検査路架設工 

 

1  適 用 

鋼橋・ＰＣ橋の橋台・橋脚・桁間への橋梁検査路を設置する作業に適用する。 

検査路の材質は鋼製、アルミ製、ＦＲＰ製とする。 

なお、工場における鋼橋製作に検査路が含まれている場合は、適用できない。また、検査路更新工

事において旧検査路撤去に関するアンカー孔処理、主桁ブラケット塗装等、撤去における一切の作業

は含まない。 

2  数量算出項目 

橋梁検査路のアンカーボルト本数、歩廊延長を算出する。 

3  区 分 

区分は、規格・仕様とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
規 格 単位 数 量 備 考 

アンカーボルト設置 ○ 本   

橋梁検査路設置 × ｍ   

橋梁検査路（材料費） ○ 式   

注）1. 橋梁検査路設置延長は、歩廊長（中心延長）とする。 

注）2. アンカーボルト設置本数は、橋梁検査路設置（歩廊部や昇降設備部など）に伴うすべてとする。 

（2） 規格 

橋梁検査路の規格は、上部構造検査路や下部構造検査路、昇降設備など、構造に応じて区分する

こと。 

4  数量算出方法 

数量の算出は、「1章 基本事項」によるほか次の方法によるものとする。 

橋梁検査路設置の数量の算出は、例図を参照し算出すること。 
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1） 上部工検査路 

 

  

例 図 
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2） 下部工検査路 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3） その他 
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（白紙） 
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16 章 コンクリート橋上部工 
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16章 コンクリート橋上部工 
 

16.1 コンクリート主桁製作工 

 

16.1.1 プレテンション桁購入工 

 

1  適 用 

プレテンション桁橋の主桁購入工に適用する。 

2  数量算出項目 

主桁の本数、質量を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、規格とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
規 格 単 位 数 量 備 考 

主桁本数 
○ 

本   

主桁質量 ｔ   
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16.1.2 ポストテンションＴ（Ｉ）桁製作工 

 

1  適 用 

ポストテンションＴ（Ｉ）桁橋の主桁製作工に適用する。 

2  数量算出項目 

鉄筋、コンクリート、ＰＣケーブル、ＰＣ緊張等の数量を算出する。 

（1） 数量算出項目一覧表 

項 目 規格・仕様 単 位 数量 備 考 

型 枠 ○ ㎡  鋼製型枠面積算出用 

コンクリート ○ ㎥  型枠工、養生工、主桁製作用足場工を含む 

ＰＣケーブル ○ ｍ(㎏)   

ＰＣ緊張 ○ ケーブル  定着装置を含む 

 

3  数量算出方法 

数量の算出は、「1章 基本事項」によるほか次の方法によるものとする。 

桁長別に桁本数を取りまとめる。 

また、桁の形状が異なるごとに桁 1本当りの数量を算出し集計する。 

（1） 型枠 

型枠面積は、側部及び端部面積のみとし、定着部面積は考慮しない。底型枠は、主桁製作台を利

用する。 

（2） コンクリート 

桁 1本当りの質量も算出する。 

（3） ＰＣケーブル 

ケーブル延長は、定着具内面間の実延長とし、ケーブルの種類ごとにケーブル延長及び質量を算

出する。 

ケーブルの種類 シース径 

1300kN（130ｔ）型（ 7S12.7B） 

2200kN（225ｔ）型（12S12.7B） 

3100kN（320ｔ）型（12S15.2B） 

φ55 

φ65 

φ75 

 

（4） ＰＣ緊張 

ケーブルの種類ごとに算出する。 
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16.1.3 ＰＣホロースラブ製作工 

 

1  適 用 

ポストテンション場所打ホロースラブ橋の主桁製作工に適用する。 

2  数量算出項目 

円筒型枠、鉄筋、コンクリート、ＰＣケーブル、ＰＣ緊張、接続工、落橋防止装置、支承等の数量

を算出する。 

（1） 数量算出項目一覧表 

項 目 規格・仕様 単 位 数量 備考 

円筒型枠 ○ ｍ   

鉄 筋 ○ ｔ   

コンクリート ○ ㎥  
型枠工及び養生工の数量は、コンクリート

工に含むため算出する必要はない 

ＰＣケーブル ○ ｍ  
グラウト及びシースの数量は、ＰＣケーブ

ル工に含むため算出する必要はない 

ＰＣ緊張 ○ ケーブル  
定着装置の数量は、ＰＣ緊張に含むため算

出する必要はない 

接続工 ○ 組   

支 承 ○ 個   

落橋防止装置 ○ 組   

注） 架設支保工については、「16 章 16.3 架設支保工」によるものとする。 

 

3  数量算出方法 

数量の算出は、「1章 基本事項」によるほか次の方法によるものとする。 

各連ごとに数量を取りまとめる。 

（1） 円筒型枠 

径ごとに円筒型枠の延長を算出する。 

なお、円筒型枠 1ｍ当りの取付バンド、受台、締め付けボルト数についても算出する。 

（2） 鉄筋 

鉄筋の数量は、「3章 コンクリート工、3.3.1 鉄筋工」により算出する。 

（3） コンクリート 

コンクリート量の算出にあたっては、打設回数に応じて集計する。 

（4） ＰＣケーブル 

ケーブルの延長は、定着装置内面間の実延長とする。 

（5） ＰＣ緊張 

ＰＣケーブルの接続の有無及び緊張区分（両締め、片締め）定着装置の種類（緊張用、固定用）

ごとに算出する。 

なお、定着装置の名称・規格等については、備考欄に明記する。 

（6） 接続工 

ＰＣ定着工法にてケーブル接続が必要な場合計上する。 

接続具はモノグリップ型とする。 

なお、接続具の名称・規格等については備考欄に明記する。 
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（7） 落橋防止装置 

落橋防止装置は、ＰＣ鋼棒またはケーブルによって連結される落橋防止装置である。 

なお、落橋防止装置 1組当りの伸縮スポンジ、緩衝パッキン、支圧板、座金、ＰＣ鋼材、ナット、

シース等の数量についても算出する。 

（8） 支承 

支承は、道路橋示方書でいうタイプＢのゴム支承である。金属支承については、「15章 15.4 鋼

橋架設工」によることとする。 

なお、支承 1個当りの無収縮モルタル量（㎥）についても算出する。 
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16.2 架設支保工 

 

1  適 用 

場所打コンクリート床版橋（箱桁を含む）の支保工に適用する。 

くさび結合支保を標準とし、くさび結合支保が困難な開口部等は支柱支保工を設置する。ただし、

開口部が必要な箇所（必要最小限の幅・高さ）に限り設置するものとし、他の部分は、くさび結合支

保を使用した併用式支保とする。 

2  くさび結合支保工 

（1） くさび結合支保 

1） 数量算出項目 

くさび結合支保の空体積を区分ごとに算出する。 

2） 区分 

区分は、支保耐力、支保高さとする。 
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ａ）数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 

支保耐力(kN／㎡) 

(ｔ／㎡) 
支保高さ(ｍ) 単位 数 量 備考 

くさび結合 

支 保 

19.6 以上 29.4 未満 

(2.0 以上 3.0 未満) 

0.6 以上 1.2 以下 

空㎥ 

  

1.2 超え 3.6 以下   

3.6 超え 6.0 以下   

6.0 超え 8.4 以下   

8.4 超え 11.0 以下   

11.0 超え 13.4 以下   

29.4 以上 39.2 未満 

(3.0 以上 4.0 未満) 

0.6 以上 1.2 以下   

1.2 超え 3.6 以下   

3.6 超え 6.0 以下   

6.0 超え 8.4 以下   

8.4 超え 11.0 以下   

11.0 超え 13.4 以下   

39.2 以上 49.0 未満 

(4.0 以上 5.0 未満) 

0.6 以上 1.2 以下   

1.2 超え 3.6 以下   

3.6 超え 6.0 以下   

6.0 超え 8.4 以下   

8.4 超え 11.0 以下   

11.0 超え 13.4 以下   

49.0 以上 58.8 未満 

(5.0 以上 6.0 未満) 

0.6 以上 1.2 以下   

1.2 超え 3.6 以下   

3.6 超え 6.0 以下   

6.0 超え 8.4 以下   

8.4 超え 11.0 以下   

11.0 超え 13.4 以下   

58.8 以上 68.6 未満 

(6.0 以上 7.0 未満) 

0.6 以上 1.2 以下   

1.2 超え 3.6 以下   

3.6 超え 6.0 以下   

6.0 超え 8.4 以下   

8.4 超え 11.0 以下   

11.0 超え 13.4 以下   

68.6 以上 78.5 以下 

(7.0 以上 8.0 以下) 

0.6 以上 1.2 以下   

1.2 超え 3.6 以下   

3.6 超え 6.0 以下   

6.0 超え 8.4 以下   

8.4 超え 11.0 以下   

11.0 超え 13.4 以下   

3） 数量算出方法 

数量の算出は、「1章 基本事項」によるほか次の方法によるものとする。 

ａ）1セット当り施工量（Ｖ）及び支保耐力（Ｐ）を次式により算出する。 

    注） 1 セットとは、単純支持梁の場合は 1 径間、連続梁の場合は 1 連続をいう。 

（参考）1セット概略図 

（例）2径間連続＋単純の場合 

 

 

 

 1 セット 1 セット 
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① 1セット当りの施工量（Ｖ） 

Ｖ＝（Ｗ＋2.4）×Ｈ×Ｌ（空㎥）･･････式 2.1 

Ｗ：地覆外縁間距離（ｍ） 

Ｈ：平均桁下高さ（ｍ） 

Ｌ：1セット当り施工延長（ｍ） 

※ 開口部が必要とする場合の 1セット当り施工量（Ｖｍ） 

Ｖｍ＝式 2.1－式 3.1 （空㎥）･･････式 2.2 

（支柱支保延長（ｍ）＝開口部延長（ℓ）＋1.0） 

② 支保耐力（Ｐ） 

Ｐ＝（2.81×ｄ＋0.4）×
Ｗ1

Ｗ
×9.80665（kN／㎡）･･････式 2.3 

ｄ：平均コンクリート厚（ｍ） 

Ｗ：地覆外縁間距離（ｍ） 

Ｗ1：中央床版幅（ｍ） 

ｂ）くさび結合支保工概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注） ｄは、Ｗに対する平均コンクリート厚であり、中空部、地覆部及び変断面図等を考慮し算出する。 

 なお、ｄの算出式は、 

  ｄ＝コンクリート体積（㎥）÷[Ｗ（ｍ）×桁長（ｍ）] （ｍ） 

とする。 

安全手摺 

1.2ｍ 

Ｗ1 

大引受ジャッキ 

ブレース材 

作業床（全面敷き） 

支柱材 

横継材 

養生ネット 

ＧＬ 

ジャッキベース 

基礎工 

Ｈ 

Ｗ 
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（2） 基礎用鋼材 

1） 数量算出項目 

基礎用鋼材の敷設面積を算出する。 

ａ）数量算出項目一覧表 

項 目 規格・仕様 単位 数 量 備  考 

基礎用鋼材 ○ ㎡   

注） 砂利等が必要な場合及び撤去する場合は別途算出する。 

（参考）基礎用鋼材敷設面積算出方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基礎用鋼材敷設面積＝10×20＝200㎡ 

 

 

矢
板 

矢
板 

矢
板 
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3  支柱支保工 

（1） 支柱支保 

1） 数量算出項目 

支柱支保の空体積を区分ごとに算出する｡ 

2） 区分 

区分は、開口部延長、支保耐力、支保高さとする。 

ａ）数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 

開口部 

延長(ｍ) 

支保耐力(kN／㎡) 

(ｔ／㎡) 
支保高さ(ｍ) 単位 数量 備考 

支柱支保 

7 以下 

19.6以上 29.4未満 

(2.0以上 3.0未満) 

1.5 以上 4.6 未満 

空㎥ 

  

4.6 以上 7.6 未満   

7.6 以上 10.6 以下   

29.4以上 39.2未満 

(3.0以上 4.0未満) 

1.5 以上 4.6 未満   

4.6 以上 7.6 未満   

7.6 以上 10.6 以下   

39.2以上 49.0未満 

(4.0以上 5.0未満) 

1.5 以上 4.6 未満   

4.6 以上 7.6 未満   

7.6 以上 10.6 以下   

49.0以上 58.8未満 

(5.0以上 6.0未満) 

1.5 以上 4.6 未満   

4.6 以上 7.6 未満   

7.6 以上 10.6 以下   

10 以下 

19.6以上 29.4未満 

(2.0以上 3.0未満) 

1.6 以上 4.8 未満   

4.8 以上 7.8 未満   

7.8 以上 10.8 以下   

29.4以上 39.2未満 

(3.0以上 4.0未満) 

1.6 以上 4.8 未満   

4.8 以上 7.8 未満   

7.8 以上 10.8 以下   

39.2以上 49.0未満 

(4.0以上 5.0未満) 

1.6 以上 4.8 未満   

4.8 以上 7.8 未満   

7.8 以上 10.8 以下   

49.0以上 58.8未満 

(5.0以上 6.0未満) 

1.6 以上 4.8 未満   

4.8 以上 7.8 未満   

7.8 以上 10.8 以下   

13 以下 

19.6以上 29.4未満 

(2.0以上 3.0未満) 

1.8 以上 4.8 未満   

4.8 以上 7.8 未満   

7.8 以上 10.8 以下   

29.4以上 39.2未満 

(3.0以上 4.0未満) 

1.8 以上 4.8 未満   

4.8 以上 7.8 未満   

7.8 以上 10.8 以下   

39.2以上 49.0未満 

(4.0以上 5.0未満) 

1.8 以上 4.8 未満   

4.8 以上 7.8 未満   

7.8 以上 10.8 以下   

49.0以上 58.8未満 

(5.0以上 6.0未満) 

1.8 以上 4.8 未満   

4.8 以上 7.8 未満   

7.8 以上 10.8 以下   
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3） 数量算出方法 

数量の算出は、「1章 基本事項」によるほか次の方法によるものとする。 

ａ）支柱支保の施工量（Ｖ）及び支保耐力（Ｐ）を次式により算出する。 

① 施工量（Ｖ）  

Ｖ＝（Ｗ＋2.4）×Ｈ×（Ｌ＋1.0）（空㎥）・・・・式 3.1 

Ｗ：地覆外縁間距離（ｍ） 

Ｈ：支柱支保高さＨ＝ｈ＋Ａ（ｍ） 

ｈ：開口部高さ（ｍ） 

Ａ：主桁高さ（ｍ） 

ℓ：開口部延長（ｍ） 

※ 1開口部において、左右の支保工の高さが異なる場合は、平均支保高さを使用する。 

② 支保耐力（Ｐ） 

「2  くさび結合支保工」による。 

ｂ）支柱支保工概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）1. ｄは、Ｗに対する平均コンクリート厚であり、中空部、地覆部及び変断面図等を考慮し算出する。 

 なお、ｄの算定式は、 

  ｄ＝コンクリート体積（㎥）÷［Ｗ（ｍ）×桁長（ｍ）］ （ｍ） 

とする。 

  2. 橋側足場は、別途「16.5 仮設工」で計上する。 

 

（2） 支柱受台 

1） 数量算出項目 

Ｈ形鋼の布設延長を算出する。 

ａ）数量算出項目一覧表 

項 目 規格・仕様 単位 数 量 備  考 

Ｈ形鋼 ○ ｍ   

注） コンクリート基礎が必要な場合は別途算出する。 

 

 

単管パイプ 
開口部延長（ℓ） 

支柱支保延長 

支保仮設幅 

主桁（Ｈ形鋼） 
横桁（Ｈ形鋼） 
頭部ジャッキ 

1.2ｍ 

支柱受台 
（Ｈ形鋼） 

頭部ジャッキ 
主桁（Ｈ形鋼） 
横桁（Ｈ形鋼） 

0.5ｍ 

地覆外緑間距離（Ｗ） 

主桁高さ 
（Ａ） 

四角支柱 

支柱受台（Ｈ形鋼） 

中央床板幅（Ｗ１） 

四角支柱 

開
口
部
高
さ 

支
柱
支
保
高
さ 

（h） （H） 
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16.3 横組工 

 

16.3.1 プレテンション桁 

 

1  適 用 

プレテンション桁の横組工に適用する。 

2  数量算出項目 

鉄筋、コンクリート、ＰＣケーブル、緊張等の数量を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、規格とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
規 格 単位 数 量 備  考 

鉄 筋 ○ ｔ   

コンクリート ○ ㎥  
型枠工及び養生工の数量は、コンクリー

ト工に含むため算出する必要はない 

ＰＣケーブル ○ ｍ  
グラウト及びシースの数量はＰＣ工に

含むため算出する必要はない 

緊 張 ○ ケーブル   

注） 防寒養生が必要な場合は別途算出する。 

 

4  数量算出方法 

数量の算出は、「1章 基本事項」によるほか次の方法によるものとする。 

（1） 鉄筋 

鉄筋の数量は、「3章 コンクリート工、3.3.1 鉄筋工」により算出する。 

（2） コンクリート 

横桁及び間詰コンクリートの数量を算出する。 

（3） ＰＣケーブル 

ＰＣケーブルの延長は、定着装置内面間の実延長とし、ＰＣケーブルの種類ごとにＰＣケーブル

延長を算出する。 

（4） 緊張 

ＰＣケーブルの種類及び定着装置の種類（緊張用、固定用）ごとに算出する。 

（5） 養生 

防寒養生が必要な場合、養生面積は、間詰床版の面積とする。 
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16.3.2 ポストテンションＴ桁 

 

1  適 用 

ポストテンション桁の横組工に適用する。 

2  数量算出項目 

鉄筋、コンクリート、ＰＣケーブル、緊張等の数量を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、規格とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
規 格 単位 数 量 備  考 

鉄 筋 ○ ｔ   

コンクリート ○ ㎥  
型枠工及び養生工の数量は、コンクリー

ト工に含むため算出する必要はない 

ＰＣケーブル ○ ｍ  
グラウト及びシースの数量はＰＣ工に

含むため算出する必要はない 

緊 張 ○ ケーブル   

注） 防寒養生が必要な場合は別途算出する。 

 

4  数量算出方法 

数量の算出は、「1章 基本事項」によるほか次の方法によるものとする。 

（1） 鉄 筋 

鉄筋の数量は、「3章 コンクリート工、3.3.1 鉄筋工」により算出する。 

（2） コンクリート 

横桁及び間詰コンクリートの数量を算出する。 

（3） ＰＣケーブル 

ＰＣケーブルの延長は、定着装置内面間の実延長とし、ＰＣケーブルの種類ごとにＰＣケーブル

延長を算出する。 

（4） 緊 張 

ＰＣケーブルの種類及び定着装置の種類（緊張用、固定用）ごとに算出する。 

（5） 養 生 

防寒養生が必要な場合、養生面積は、間詰床版の面積とする。 
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16.4 支承工 

 

1  適 用 

コンクリート橋上部工の支承工に適用する。 

2  数量算出項目 

ゴム支承、アンカーバー、アンカーキャップ、スパイラル筋、防触材、モルタル等の数量を区分ご

とに算出する。 

3  区 分 

区分は、規格とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
規 格 単位 数 量 備  考 

ゴム支承 ○ 個（ｍ）   

アンカーバー ○ ㎏（本）   

アンカーキャップ ○ ㎏（本）   

スパイラル筋 ○ ㎏（本）   

防蝕材 ○ ㎏（本）   

モルタル ○ ㎥   

 

4  数量算出方法 

数量の算出は、「1章 基本事項」によるほか次の方法によるものとする。 

（1） ゴム支承 

Ａタイプ（プレテンション床版橋用簡易タイプ）、Ａタイプ（パッドタイプ）、Ｂタイプごとに

算出する。 

（2） アンカーバー 

規格・径ごとに算出する。 

（3） アンカーキャップ 

規格・径ごとに算出する。 

（4） スパイラル筋 

規格・径ごとに算出する。 

（5） 防蝕材 

アイガス等の数量を算出する。 

（6） モルタル 

支承 1ｍ又は 1個当りの種類別に無収縮モルタル量（㎥）を算出する。 

5  金属支承 

金属支承の数量は、「15章 鋼橋上部工、15.4 鋼橋架設工」により算出する。 
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16.5 仮設工 

 

16.5.1 足場設備工 

 

1  適 用 

プレテンション桁、ポストテンション桁、プレビーム桁の架設工及びＰＣ片持架設工の足場設備工

に適用する。 

2  数量算出項目 

足場及び手摺りの数量を算出する。 

（1） 数量算出項目一覧表 

項 目 規格・仕様 単位 数 量 備  考 

桁 下 足 場  ㎡  
プレテンション桁(Ｔ桁)、ポスト

テンション桁、プレビーム桁 

側 部 足 場  ｍ  プレテンション桁(スラブ桁) 

PC片持 

柱頭部足場  ㎡   

橋 側 足 場  ｍ   

橋面手摺工  ｍ   

 

3  数量算出方法 

数量の算出は、「1章 基本事項」によるほか次の方法によるものとする。 

（1） 桁下足場 

足場工は、パイプ吊足場を標準とし、次式により算出する。 

Ａ＝Ｗ・Ｌ 

Ａ：足場面積（㎡） 

Ｗ：全幅員（地覆外縁距離または、壁高欄縁距離）（ｍ） 

Ｌ：橋長（ｍ） 

（2） 側部足場 

足場総延長（ｍ）を算出する。 

（3） 柱頭部足場 

Ａ＝橋体幅×柱頭部施工長 

Ａ：足場面積（㎡） 

（4） 橋側足場 

側径間部、中央閉合部の支保工上のみ算出する。 
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（5） 橋面手摺 

Ｌ＝橋長×2（ｍ） 

橋側足場工 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

単管パイプ 

安全ネット 
吊り金具 

（ctc900） 

（ctc900） 

60角鋼管 

スタンション 

（ctc1800） 
鋼製足場板 

ワイヤーブリッジ 
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16.5.2 防護設備工 

 

1  適 用 

プレテンション桁、ポストテンション桁、プレビーム桁の架設工及びＰＣ片持架設工の防護設備工

に適用する。 

2  数量算出項目 

ＰＣ防護の面積を算出する。 

（1） 数量算出項目一覧表 

項 目 規格・仕様 単位 数 量 備  考 

ＰＣ防護  ㎡   

 

3  数量算出方法 

数量の算出は、「1章 基本事項」によるほか次の方法によるものとする。 

ＰＣ防護（朝顔を含む）は、桁下に鉄道、道路等があり第三者に危害を及ぼす恐れのある場合に設

置するものとし、次式により算出する。 

Ａ＝全幅員×必要長 

Ａ：防護設備工必要面積（㎡） 

・ＰＣ片持架設 

柱頭部、中央閉合部における必要面積を算出するものとし、次式を標準とし算出する。 

（柱頭部） 

Ａ＝｛（橋体幅＋1.0×2）×Ｈ1＋柱頭部施工長×Ｈ2｝×2 

Ａ＝防護設備必要面積（㎡） 

Ｈ1＝柱頭部足場高（ｍ） 

Ｈ2＝張出床版支保高さ（ｍ） 

（中央閉合部）  

Ａ＝｛Ｌ×2＋（Ｌ１＋Ｌ2）×2｝×Ｈ3  

Ａ＝防護設備必要面積（㎡） 

Ｈ3＝張出床版支保高さ（ｍ） 

 

＜吊支保工＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

吊足場 

吊支保工 

中央閉合部 

側面図 

Ｌ 吊足場 

吊支保工 

張出床版部支保工 

橋側足場 

正面図 

Ｈ3 

L 2 L 1 
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16.5.3 登り桟橋工 

 

登り桟橋の数量は、「15章 鋼橋上部工 15.5 仮設工」により算出する。 
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16.6 橋梁付属物工 

 

16.6.1 伸縮装置工 

 

伸縮装置の数量は、「15章 鋼橋上部工 15.7 橋梁付属物工」により算出する。 

 

 

16.6.2 橋梁排水管設置工 

 

橋梁排水管の数量は、「15章 鋼橋上部工 15.7 橋梁付属物工」により算出する 
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17 章 橋台・橋脚工 
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17章 橋台・橋脚工 
 

17.1 橋台・橋脚工 ······················································ 337 
17.1.1 橋台・橋脚工（1） ············································· 337 
17.1.2 橋台・橋脚工（2） ············································· 341 
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17章 橋台・橋脚工 
 

17.1 橋台・橋脚工 

 

17.1.1 橋台・橋脚工（1） 

1  適 用 

橋台及び橋脚の施工に適用する。なお、以下の適用を外れる橋台・橋脚については、橋台・橋脚工

（２）」を適用する。 

（1） 適用できる範囲 

1） 構造物高さ５ｍ以上 25ｍ未満のＴ形橋脚（円形及び小判型含む）の場合 

2） 構造物高さ５ｍ以上 20ｍ未満の壁式橋脚（小判型含む）の場合 

3） 構造物高さ 12ｍ未満かつ翼壁厚 0.4ｍ以上 0.6ｍ以下の逆Ｔ式橋台の場合 

なお、橋台パラペットを後施工する場合，構造物高さに後施工分は含まない。 

（2） 適用できない範囲 

1） 同一構造物で、フーチングと躯体のコンクリート強度が異なる場合 

2） フーチングのみの工事または躯体のみの工事の場合 

3） 化粧型枠を使用する場合 

4） 手摺先行型枠組足場以外の足場を使用する場合 

2  数量算出項目 

橋台・橋脚本体コンクリート（橋台においては翼壁を含む）、化粧型枠、鉄筋の数量を区分毎に算

出する。 

また、基礎砕石（敷均し厚 20 ㎝以下）、均しコンクリートについては必要の有無を確認する。 

注）1. 鉄筋については「3章 コンクリート工、3.3.1 鉄筋工」によるものとする。 

  2. 基礎砕石（敷均し厚 20㎝を超える場合）については、「7 章 基礎工、7.1 基礎・裏込砕石工」によるも

のとする。 

  3. 冬期の施工で防寒仮囲いが必要な場合については、「9 章 仮設工、9.7.2 防寒囲い工」によるものとす

る。 

  4. 逆Ｔ式橋台において水抜パイプが必要な場合は、別途考慮するものとする。 
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3  区 分 

区分は、規格、形式とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
規格 形式 

必要性の

有 無 
単位 数量 備 考 

橋台・橋脚本体コンクリ－ト ○ ○ － ㎥  注)1 注)2 

基礎砕石 × × ○ －   

均しコンクリ－ト × × ○ －   

鉄 筋 ○ × － ｔ   

足 場 × × (×) －  注)3 

水抜パイプ × × － －  
逆Ｔ式橋台のみ

必要に応じ計上 

注）1. 橋台・橋脚本体コンクリートの規格はコンクリート規格とする。 

  2. 橋台・橋脚本体コンクリートの形式は、逆Ｔ式橋台、Ｔ型橋脚、壁式橋脚とし、各形式における打設量区分

については、3（2）を参照のこと。 

  3. 防寒仮囲い等で足場が必要な場合及び特殊な足場を別途計上する必要がある場合は、必要の有無を「×」と

し別途算出する。なお、一般的な施工をする場合は必要の有無を記載する必要はない。 

 

（2）規格 

橋台・橋脚コンクリートの生コンクリート規格ごとに算出する。 

鉄筋工の鉄筋材料規格・径ごとに算出する。 

（3） 形式 

橋台・橋脚形式ごとに算出する。 

1） Ｔ型橋脚 

構造物高さ区分 

打設量区分 

5ｍ以上 

10ｍ未満 

10ｍ以上 

15ｍ未満 

15ｍ以上 

25ｍ未満 

100 ㎥以上 300 ㎥未満 ○ 
― 

― 

300 ㎥以上 500 ㎥未満 ○ 

120 ㎥以上 220 ㎥未満 

― 

○ 

220 ㎥以上 440 ㎥未満 ○ 

440 ㎥以上 650 ㎥未満 ○ 

290 ㎥以上 910 ㎥未満 
 

○ 

910 ㎥以上 980 ㎥未満 ○ 

注） 打設量は、1基当たり全体の打設量とする。 

 

2） 壁式橋脚 

構造物高さ区分 

打設量区分 

5ｍ以上 

15ｍ未満 

15ｍ以上 

20ｍ未満 

100 ㎥以上 280 ㎥未満 ○ 
― 

280 ㎥以上 700 ㎥未満 ○ 

250 ㎥以上 520 ㎥未満 
― 

○ 

520 ㎥以上 700 ㎥未満 ○ 

注） 打設量は、1基当たり全体の打設量とする。 
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3） 逆Ｔ式橋台 

構造物高さ区分 

打設量区分 
5ｍ未満 

5ｍ以上 

7ｍ未満 

7ｍ以上 

9ｍ未満 

9ｍ以上 

10ｍ未満 

10ｍ以上 

11ｍ未満 

11ｍ以上

12ｍ未満 

50 ㎥以上 140 ㎥未満 ○ 
 

 

― 

― 

― 

140 ㎥以上 260 ㎥未満 ○ 

50 ㎥以上 90 ㎥未満 

― 

○ 

90 ㎥以上 160 ㎥未満 ○ 

160 ㎥以上 310 ㎥未満 ○ 

70 ㎥以上 110 ㎥未満 

― 

○ 

110 ㎥以上 210 ㎥未満 ○ 

210 ㎥以上 310 ㎥未満 ○ 

130 ㎥以上 280 ㎥未満 

― 

○ 

280 ㎥以上 310 ㎥未満 ○ 

230 ㎥以上 370 ㎥未満 

― 

○ 

370 ㎥以上 650 ㎥未満 ○ 

230 ㎥以上 320 ㎥未満 

 

○ 

320 ㎥以上 560 ㎥未満 ○ 

560 ㎥以上 650 ㎥未満 ○ 

注）1. 上表は翼壁厚 0.4ｍ以上 0.6ｍ以下に適用する。 

  2. 打設量は、1 基当り全体の打設量とする。 

 

（4）基礎材・均しコンクリート 

基礎材・均しコンクリートの有無を算出する。
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4  数量算出方法 

数量算出は、「1章 基本事項」によるものとする。 

5  参考図 
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17.1.2 橋台・橋脚工（2） 

 

1  適 用 

橋台・橋脚工（１）適用範囲を外れた橋台・橋脚のコンクリート打設に適用する。なお、適用可能

な形式は、Ｔ形橋脚（円形及び小判型含む）、壁式橋脚（小判型含む）及び逆Ｔ式橋台とし、同一構

造物で、コンクリート強度が異なる場合、フーチングのみまたは躯体のみの施工の場合は適用できな

い。適用を外れる橋台・橋脚については、「コンクリート工」等により別途計上する。 

2  数量計算項目 

橋台・橋脚本体コンクリート（橋台においては翼壁を含む）、型枠（化粧型枠）、鉄筋、足場、支

保等について、数量を区分毎に算出する。 

注）1. コンクリート（橋台・橋脚本体コンクリート）については、「17 章、7.1.1 橋台・橋脚工（1）」による

ものとする。 

  2. 型枠については、「3 章 コンクリート工、3.2 型枠工」によるものとする。 

  3. 鉄筋については、「3 章 コンクリート工、3.3.1 鉄筋工」によるものとする。 

  4. 足場については、「9 章 仮設工、9.5 足場工」によるものとする。 

  5. 支保については、「9 章 仮設工、9.6 支保工」によるものとする。 

  6. 基礎砕石については、「7 章 基礎工、7.1 基礎・裏込砕石工」によるものとする。 

  7. 均しコンクリートについては、「3 章 コンクリート工、3.1 コンクリート工」によるものとする。 

  8. 防寒仮囲いが必要な場合については、「9 章 仮設工、9.7.2 防寒仮囲い工」によるものとする。 

  9. 逆Ｔ式橋台において、水抜パイプが必要な場合は別途考慮する。 
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（白紙） 

 



－343－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

18 章 フリューム類据付工 
  



－344－ 

 

18章 フリューム類据付工 
 

18.1 フリューム類据付工 ················································ 345 

18.1.1 柵渠工 ························································ 345 

18.1.2 鉄筋コンクリート大型水路工 ···································· 347 

18.1.3 ボックスカルバート工 ·········································· 348 

18.1.4 鉄筋コンクリートＬ形水路工 ···································· 349 

18.1.5 プレキャスト集水桝工 ·········································· 350 

18.1.6 鉄筋コンクリートＵ・Ｖ型水路工 ································ 351 

18.1.7 蓋版工 ························································ 353 

18.1.8 小函渠工 ······················································ 354 

18.1.9 長尺コンクリートフリューム工 ·································· 355 

18.1.10 軽量材水路工 ················································· 356 

18.1.11 水路敷板設置工 ··············································· 357 

18.1.12 大型コンクリート桝工 ········································· 358 

18.1.13 排水材設置工（構造物背面排水材） ····························· 359 

 



－345－ 

18章 フリューム類据付工 
 

18.1 フリューム類据付工 

 

18.1.1 柵渠工 

 

1  適 用 

ＰＣ板およびＲＣ板の柵渠の据付に適用する。 

2  数量算出項目 

親柱の質量および柵板の面積を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、規格、親柱間隔、親柱質量／基とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
規 格 親柱間隔 

親柱質量 

／基 
単位 数量 備 考 

親柱 

Ｈ形鋼親柱 ○ × ○ ㎏  SS400 

リブ金物 × × ○ ㎏  SS400 

柵板止金物 × × ○ ㎏  SS400 

柵 板 ○ ○ × ㎡   

注）1. 必要に応じて敷板、裏込材、張芝等は別途算出すること。 

  2. ㎡の算出は、柵板実面積で計算する。 

     例 親柱間隔 1.5ｍの場合 1.48ｍ 

       親柱間隔 2.0ｍの場合 1.98ｍ 

  3. 親柱質量／基には、Ｈ形鋼親柱の他にリブ金物、柵板止金物を含む。 

 

（2） 規格区分 

1） Ｈ形鋼親柱の規格区分 

Ｈ形鋼親柱区分は、次のとおりとする。 

Ｈ形鋼親柱 

100×100（Ｈ1） 

200×100（Ｈ2） 

250×125（Ｈ3） 

 

2） 柵板の規格区分 

柵板の規格区分は、次のとおりとする。 

柵 板 

コンクリート板 SP－1 

コンクリート板 SP－2 

コンクリート板 SP－3 

コンクリート板 SP－4 

コンクリート板 USP－1 
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（3） 親柱間隔区分 

親柱の間隔区分は、次のとおりとする。 

親柱間隔 
1.5ｍ 

2.0ｍ 

 

（4） 親柱質量／基区分 

親柱質量／基区分は、次のとおりとする。 

親柱質量／基 
50 ㎏未満 

50 ㎏以上 

 

4  参 考 
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18.1.2 鉄筋コンクリート大型水路工 

 

1  適 用 

Ｕ型、Ｖ型トラフ（Ｌ＝1,000㎜で、1,450㎏／個を超え 7,000㎏／個以下及びＬ＝2,000㎜で、2,900

㎏／個を超え 7,000㎏／個以下）を機械により据付ける場合に適用する。 

2  数量算出項目 

鉄筋コンクリート大型水路工の必要延長を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、材料規格（製品規格、製品長、製品質量）、接合材、使用とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 

材料規格 
接合材 使 用 単位 数量 備 考 

製品規格 製品長 製品質量 

鉄筋コンクリート

大型水路 
○ ○ ○ ○ ○ ｍ   

注） 必要に応じ、基礎材、均しコンクリート、基礎コンクリート、合成目地等がある場合は、それらの数量を 

別途算出する。 

 

（2） 材料規格区分 

製品長及び製品質量は、次のとおりとする。 

製品長（㎜／個） 製品質量（㎏／個） 

1,000 

1,450㎏超え 1,500㎏以下 

1,500㎏超え 2,000㎏以下 

2,000㎏超え 2,500㎏以下 

2,500㎏超え 3,500㎏以下 

3,500㎏超え 5,500㎏以下 

5,500㎏超え 7,000㎏以下 

2,000 

2,900㎏超え 3,500㎏以下 

3,500㎏超え 5,500㎏以下 

5,500㎏超え 7,000㎏以下 

 

（3） 接合材区分 

接合材区分は、次のとおりとする。 

接合材 

合成樹脂系目地 

モルタル目地 

目地なし 

 

（4） 使用区分 

使用区分は、次のとおりとする。 

使 用 
直線部 

曲線部 
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18.1.3 ボックスカルバート工 

 

1  適 用 

プレキャストのボックスカルバートで、1 ブロックを 1 部材で構成する製品（内空断面が台型タイ

プの物を含む）の据付、撤去、据付・撤去に適用する。 

2  数量算出項目 

ボックスカルバート工の必要延長を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、作業区分、製品長、内空幅・内空高、基礎材種別、PC鋼材による縦締めとする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 

作業 

区分 
製品長 

内空幅・

内空高 

基礎材

種別 

PC 鋼材に

よる 

縦締め 

単位 数量 備考 

ボックスカルバート ○ ○ ○ ○ ○ ｍ   

注）1. 1 ブロックを 1 部材で構成するプレキャスト製ボックスカルバート（内空断面が台形タイプの物を含む）の

据付、撤去、据付・撤去の場合である。 

  2. 対象としている製品は、1 ブロックを 1部材で構成するボックスカルバートである。 

  3. 内空断面が台形タイプの場合やインバート形状の場合の内空高、内空幅は、最大値とする。 

  4. 縦締めは、直線部にのみ適用する。 

  5. 基礎砕石の敷均し厚は、20cm 以下を標準としており、これにより難い場合は別途考慮する。 

  6. 基礎砕石、均しコンクリートの材料は、種別・規格にかかわらず適用できる。 

 

4  参考図 
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－349－ 

18.1.4 鉄筋コンクリートＬ形水路工 

 

1  適 用 

水路用鉄筋コンクリートＬ形ブロックを据付ける場合に適用する。 

2  数量算出項目 

鉄筋コンクリートＬ形ブロックの個数を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、製品規格、製品質量、接合とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
製品規格 製品質量 接 合 単位 数 量 備 考 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄＬ形水路 ○ ○ ○ 個  注） 

注） 必要に応じ、基礎材、均しコンクリート、基礎コンクリート、合成目地等がある場合は、それらの数量を別

途算出する。 

 

（2） 製品規格区分 

製品規格ごとに区分する。 

（3） 製品質量区分 

製品質量区分は次のとおりとする。 

製品質量（㎏／個） 

  80 ㎏を超え  450 ㎏以下 

  450 ㎏を超え  800 ㎏以下 

  800 ㎏を超え 1,100 ㎏以下 

1,100 ㎏を超え 1,500 ㎏以下 

1,500 ㎏を超え 1,900 ㎏以下 

1,900 ㎏を超え 2,200 ㎏以下 

2,200 ㎏を超え 2,600 ㎏以下 

2,600 ㎏を超え 3,000 ㎏以下 

3,000 ㎏を超え 3,400 ㎏以下 

3,400 ㎏を超え 3,800 ㎏以下 

3,800 ㎏を超え 4,000 ㎏以下 

 

（4） 接合区分 

接合区分は、次のとおりとする。 

接 合 
モルタル 

モルタル以外 
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18.1.5 プレキャスト集水桝工 

 

1  適 用 

1基の質量が 4.0ｔ以下で、次のコンクリート桝類（雨水桝、集水桝、分流桝、落差桝、落口桝等）

の据付けに適用する。1 基当りの質量とは、1箇所で使用する資材（下部桝・中間桝・上部桝・蓋等）

を全て組み合わせた質量をいう。ただし、資材１個当り質量が、クレーンの作業半径における吊り上

げ質量を超える場合は適用できない。 

ただし、コンクリート基礎ブロックには適用しない。 

2  数量算出項目 

コンクリート桝類を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、製品規格、製品質量、基礎砕石の有無とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
製品規格 製品質量 

基礎砕石

の有無 
単位 数量 備 考 

コンクリート桝類 ○ ○ ○ 基   

 

（2） 製品規格区分 

製品規格ごとに区分する。 

（3） 製品質量区分 

製品質量区分は次のとおりとする。 

製品質量（㎏／基） 

  50 ㎏以上  80 ㎏以下 

  80 ㎏を超え 200 ㎏以下 

200 ㎏を超え 400 ㎏以下 

  400 ㎏を超え 600 ㎏以下 

  600 ㎏を超え 800 ㎏以下 

  800 ㎏を超え 1,200 ㎏以下 

1,200 ㎏を超え 1,600 ㎏以下 

1,600 ㎏を超え 2,200 ㎏以下 

2,200 ㎏を超え 2,800 ㎏以下 

2,800 ㎏を超え 2,900 ㎏以下 

2,900 ㎏を超え 4,000 ㎏以下 

 

（4） 基礎砕石の有無区分 

基礎砕石の有無について区分する。 
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18.1.6 鉄筋コンクリートＵ・Ｖ型水路工 

 

1  適 用 

水路構造物工のうち、プレキャスト製品によるＵ型側溝（Ｖ型側溝を含む）の設置、再利用撤去工

事に適用する。 

2  数量算出項目 

鉄筋コンクリートＵ・Ｖ型の延長を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、材料規格、基礎材、接合、施工箇所、施工、使用とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

 

項目 

材料規格 

基礎材 接合 
施工

箇所 
施工 使用 単位 数量 備考 製品

規格 
製品長 

製品

質量 

Ｕ型 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ｍ   

Ｖ型 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ｍ   

注） 必要に応じ、基礎材、均しコンクリート、基礎コンクリート、合成目地等がある場合は、それらの数量を別

途算出する。 

 

（2） 製品規格区分 

製品規格ごとに区分する。 

（3） 製品長区分 

製品長の区分は、次のとおりとする。 

Ｕ型、Ｖ型 Ｌ＝600 

Ｌ＝1,000 

Ｌ＝2,000 

 

（4） 製品質量区分 

製品質量区分は次のとおりとする。 

製品長 Ｌ＝600 60 ㎏／個以下 

60 ㎏／個を超え 300 ㎏／個以下 

Ｌ＝1,000 500 ㎏／個以下 

500 ㎏／個を超え 1,000 ㎏／個以下 

1,000 ㎏／個を超え 1,450㎏／個以下 

Ｌ＝2,000 1,000 ㎏／個以下 

1,000 ㎏／個を超え 2,000㎏／個以下 

2,000 ㎏／個を超え 2,900㎏／個以下 

 

（5） 基礎材区分 

基礎材区分は、次のとおりとする。 

基礎材 基礎材なし 

切込砂利φ80 ㎜級 

切込砕石φ80 ㎜級 

再生骨材φ80 ㎜級 
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（6） 接合区分 

接合区分は、次のとおりとする。 

接 合 

合成樹脂系目地 

 

シーリング材 

熱融着式 

モルタル目地 

目地なし 

 

（7） 施工箇所区分 

施工箇所区分は、次のとおりとする。 

施工箇所 

一般 

法面小段面 

法面縦排水 

 

（8） 施工区分 

施工区分は、次のとおりとする。 

施工区分 

据付 

撤去 

再使用 

 

（9） 使用区分 

使用区分は、次のとおりとする。 

使 用 
直線部 

曲線部 

注） 直線部と曲線部の使用区分は規格別異形トラフ適用表のとおりとし、適用表の曲線半径を下回る場合は、 

曲線部として算出する。 

 

規格別異形トラフ適用表 

 トラフ装工の曲線部における最大目地間隔は 3.0cmを標準とし、本表の曲線半径を下回る場合は異形

トラフを使用すること。 

〈参考〉 

    1）大型Ｕ型トラフ（L=2m）  2）ロングＶ型トラフ（L=2m） 3）大型Ｖ型トラフ（L=2m） 

規 格 
曲線半径 

（ｍ） 

 
規 格 

曲線半径 

（ｍ） 

 
規 格 

曲線半径 

（ｍ） 

70×70 90 24 型 35 70 型 90 

80×80 100 30 型 40 80 型 100 

90×90 115 34 型 45 90 型 115 

100×80 115 40 型 55 100 型 125 

100×100 125 45 型 60 110 型 135 

110×110 135 50 型 65 120 型 150 

120×100 140 60 型 80 130 型 160 

120×120 150 低側壁型 320 型 40 140 型 175 

130×130 160 低側壁型 425 型 50 150 型 185 

140×140 170 低側壁型 453 型 55  

150×100 170 低側壁型 535 型 60 

150×120 170 低側壁型 640 型 70 

150×150 180  
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18.1.7 蓋版工 

 

1  適 用 

水路構造物工のうち蓋版の設置、再使用、撤去に適用する。 

2  数量算出項目 

蓋版の枚数を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、製品規格、製品種別、製品質量、施工、使用とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
製品規格 製品種別 製品質量 施工 使用 単位 数量 備 考 

蓋 版 ○ ○ ○ ○ ○ 枚   

 

（2） 製品規格区分 

製品規格ごとに区分する。 

（3） 製品種別区分 

製品種別区分は、次のとおりとする。 

製品種別 
鋼製蓋 

コンクリート蓋 

 

（4） 製品質量区分 

製品質量区分は、次のとおりとする。 

製品質量 

（㎏／枚） 

40 ㎏以下 

40 ㎏を超え 170 ㎏以下 

注） 鋼製蓋版については、受枠の質量を含めた 1 枚当り質量とする。 

 

（5） 施工区分 

施工区分は、次のとおりとする。 

施工区分 
据付 

撤去（再使用） 

注） コンクリート蓋版で、再利用を目的としない撤去は「8章 8.1 構造物取壊し工」による。 
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18.1.8 小函渠工 

 

1  適 用 

質量が 1ｔ／個以下で、長さが 2ｍ以下の小函渠工に適用する。 

2  数量計算項目 

小函渠の延長を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、製品規格、製品長、施工及び接合とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
製品規格 製品長 施 工 接 合 単位 数量 備 考 

小函渠 ○ ○ ○ ○ ｍ   

注） 床掘、基礎、埋戻し等は含まない。 

ただし、目地資材に、シーリング、熱融着式接合材を使用する場合は、設置手間についても別途計上とする。 

 

（2） 製品規格区分 

製品規格ごとに区分する。 

（3） 製品長区分 

製品長区分は、次のとおりとする。 

製品長 
1.0ｍ／個 

2.0ｍ／個 

 

（4） 施工区分 

施工区分は、次のとおりとする。 

施工区分 
据付 

撤去（再利用） 

 

（5） 接合区分 

接合区分は、次のとおりとする。 

接 合 

合成樹脂系目地 
シーリング材 

熱融着式 

モルタル目地 

目地なし 
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18.1.9 長尺コンクリートフリューム工 

 

1  適 用 

1本の長さが 4ｍ以上 10ｍ以下で、質量が 14.0ｔ以下のコンクリートフリュームの据付に適用する。 

2  数量計算項目 

長尺コンクリートフリュームの必要延長を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、材料規格（製品規格、製品長、製品質量）及び接合とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 

材料規格 
接合 単位 数量 備 考 

製品規格 製品長 製品質量 

Ｕ 型 ○ ○ ○ ○ ｍ   

Ｖ 型 ○ ○ ○ ○ ｍ   

注） 必要に応じ、基礎材、均しコンクリート、基礎コンクリート、合成目地、支承等がある場合は、それらの数

量を別途算出する。ただし、目地資材に、シーリング、熱融着式接合材を使用する場合は、設置手間につい

ても別途計上とする。 

 

（2） 材料規格区分 

製品長および製品質量は次のとおりとする。 

製品長（ｍ／個） 製品質量（ｔ／個） 

4.0、5.0 

2.5ｔ以下 

2.5ｔを超え 4.0ｔ以下 

4.0ｔを超え 8.0ｔ以下 

8.0ｔを超え 14.0ｔ以下 

8.0 以上 10.0 以下 

2.5ｔ以下 

2.5ｔを超え 4.0ｔ以下 

4.0ｔを超え 8.0ｔ以下 

8.0ｔを超え 14.0ｔ以下 

 

（3） 接合区分 

接合区分は、次のとおりとする。 

接 合 

合成樹脂系目地 
シーリング材 

熱融着式 

モルタル目地 

目地なし 
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18.1.10 軽量材水路工 

 

1  適 用 

アルミトラフ水路、コルゲートフリューム水路、鋼板水路及びＦＲＰ水路の布設に適用する。 

2  数量算出項目 

アルミトラフ水路、コルゲートフリューム水路、鋼板水路及びＦＲＰ水路の延長を区分ごとに算出

する。 

3  区 分 

区分は、製品規格とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
製品規格 単位 数量 備 考 

アルミトラフ水路 × ｍ  
トラフ 1 本当りの長さ（ｍ）を明記 

トラフ 1 本当りの総質量（㎏）を明記 

コルゲートフリューム水路 ○ ｍ   

鋼板水路 × ｍ  10ｍ当り質量（㎏）を明記 

ＦＲＰ水路 ○ ｍ   

 

（2） 製品規格区分 

製品規格の区分は、次のとおりとする。 

1）コルゲートフリューム水路 

コルゲートフリューム

水 路 

Ａ型 350×350 ｔ＝1.6㎜ 

Ａ型 400×400 ｔ＝1.6㎜ 

Ａ型 450×450 ｔ＝1.6㎜ 

Ａ型 500×500 ｔ＝1.6㎜ 

 

2）ＦＲＰ水路 

ＦＲＰ水路 

Ｖ24 

Ｖ30 

Ｖ34 

Ｖ40 

Ｖ45 

Ｖ50 

Ｖ60 
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18.1.11 水路敷板設置工 

 

1  適 用 

水路の敷板を設置する場合に適用する。 

2  数量算出項目 

鉄筋コンクリートＵ型、Ｖ型水路及びコンクリート柵渠の延長を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、敷板の規格、体積とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
敷板規格 体積 単位 数量 備 考 

鉄筋コンクリートＵ型、

Ｖ型水路 
○ ○ ｍ  数量は敷板（水路）設置延長とする。 

コンクリート柵渠 ○ ○ ｍ  数量は敷板（水路）設置延長とする。 

 

（2） 敷板規格区分 

敷板の規格区分は、次のとおりとする。 

1）鉄筋コンクリートＵ型、Ｖ型水路 

鉄筋コンクリートＵ型、

Ｖ型水路 

（Ｂ＝120 ㎜）×（ｔ＝18㎜） 

（Ｂ＝150 ㎜）×（ｔ＝18㎜） 

（Ｂ＝150 ㎜）×（ｔ＝24㎜） 

 

2）コンクリート柵渠 

コンクリート柵渠 

（Ｂ＝210 ㎜）×（ｔ＝24㎜） 

（Ｂ＝240 ㎜）×（ｔ＝24㎜） 

（Ｂ＝270 ㎜）×（ｔ＝24㎜） 

 

（3） 体積区分 

100ｍ当りの体積（両側）を算出する。 
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18.1.12 大型コンクリート桝工 

 

1  適 用 

1 基の質量が 4.0ｔを超えて、次のコンクリート桝類（雨水桝、集水桝、分流桝、落差桝、落口桝

等）の据付けに適用する。1 基当りの質量とは、1 箇所で使用する資材（下部桝・中間桝・上部桝・

蓋等）を全て組み合わせた質量をいう。 

ただし、資材１個当り質量が、クレーンの作業半径における吊り上げ質量を超える場合は適用でき

ない。 

2  数量算出項目 

コンクリート桝類を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、製品規格、製品質量、基礎砕石の有無とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
製品規格 製品質量 

基礎砕石

の有無 
単位 数量 備 考 

コンクリート桝類 ○ ○ ○ 基   

  注.基礎材については必要に応じ、幅、厚さ、面積を算出する。 

 

（2） 製品規格区分 

製品規格ごとに区分する。 

（3） 製品質量区分 

製品質量区分は次のとおりとする。 

製品質量（㎏／基） 
 4,000㎏以上  5,000㎏以下 

 5,000 ㎏を超えるもの 

 

（4） 基礎砕石の有無区分 

基礎砕石の有無について区分する。 
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18.1.13 排水材設置工（構造物背面排水材） 

1  適 用 

構造物（橋台、擁壁、ボックスカルバート等）埋戻し背面のコンクリート面に帯状の排水材（全透

水型（立体網状体及びメッシュチューブ型等））を設置する作業に適用する。 

2  数量算出項目 

排水材設置工の延長を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 

幅 

厚さ 
単 位 数 量 備 考 

構造物背面排水材設置 ○ ｍ   

注）1. 排水材の設置方法は、コンクリート釘、接着剤、固定金具等を用いて固定する方法を標準とする。 

  2. 固定金具を用いて固定する金具材料の材料費は、必要に応じて別途計上する。 

3. 水抜きパイプ等に接続する継手材料の材料費及び施工費は、必要に応じて別途計上する。 

4  数量算出方法 

数量の算出は、「1章 基本事項」によるほか次の方法によるものとする。 

（1） 施工延長（Ｌ）のとり方は、下図のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

構造物背面 

排水材 

Ｌ 

Ｌ 
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（白紙） 
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19章 管水路工 
 

19.1 管体基礎工 

 

1  適 用 

管水路の基礎（管頂部まで）を砂・砂利（砕石）または良質な土砂を用いて施工する場合に適用す

る。 

2  数量算出項目 

管基礎の体積を区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、使用材料、作業条件（平均施工幅）とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
使用材料 

作業条件 
(平均施工幅) 

締め固め

区分 
単位 数 量 備 考 

管体基礎 

(材料費＋施工費) 
○ ○ ○ ㎥   

管体基礎 

(施工費のみ) 
○ ○ ○ ㎥   

注） 施工費のみとは、良質土砂を用いて施工する場合である。 

 

（2） 使用材料区分 

使用材料区分は次のとおりとする。 

区 分 基礎区分 材料区分 

材料費＋施工費 

砂 砂（基礎用） 

砂利（砕石） 

切込砂利 40 ㎜級 

切込砕石 40 ㎜級 

再生骨材 40 ㎜級 

施工費のみ 

砂   ― 

砂質土   ― 

砂利（砕石）   ― 

礫質土   ― 

粘性土   ― 
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（3） 作業条件（平均施工幅） 

基床部の作業条件（平均施工幅）は、次のとおりとする。 

作業条件 

（平均施工幅） 

1.0ｍ＞Ｗ≧0.45ｍ 振動コンパクタ 

0.45ｍ＞Ｗ≧0.35ｍ タンパ 

Ｗ≧1.0ｍ 振動ローラ 

注）1. Ｗ：平均施工幅 

  2. 管側部は、全てタンパ転圧とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（4） 締固め区分 

締固め区分は、次のとおりとする。 

区 分 
締固め区分Ⅰ 

締固め区分Ⅱ 

 

 

  

基床部：タンパ、振動コンパクタ 

または振動ローラ転圧 

管外径 

Ｗ’ 

0.30 

良質材 

（管頂まで） 
管
体
基
礎
工 

一
般
土
工 

管側部：タンパ転圧 
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19.2 管体工 

 

19.2.1 管類布設工 

1  適 用 

鉄筋コンクリート管、硬質ポリ塩化ビニル管、強化プラスチック複合管、ポリエチレン管、ダクタ

イル鋳鉄管、鋼管、コルゲートパイプ、鉄筋コンクリート台付管、ヒューム管を施工する場合に適用

する。 

2  数量算出項目 

各種管類の材料規格、施工箇所ごとに延長または本数を算出する。 

※1 布設手間の「○」は本管の算出に必要な項目を示す。 

※2 接合手間、切断手間の「○」は本管の布設手間に含まないため別途算出が必要、「×」は含むことを示す。 

3  区 分 

区分は、材料規格、施工箇所、作業区分、管径、規格、管種とする。 

（1-1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 

材料規格 施工 

箇所 
単位 数量 備考 

口径 管種 継手形状 板厚 管長 

鉄筋コンクリート管 ○ ○ × × ○ ○ 
ｍ 

（本） 
  

硬質ポリ塩化ビニル管 ○ ○ ○ × ○ × ｍ  注）1 

硬質ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙ管用継手 ○ × ○ × × × 個   

強化プラスチック複合管 

（直管） 
○ ○ × × ○ ○ 本   

強化プラスチック複合管 

（短管） 
○ ○ × × ○ ○ 本   

農業用ポリエチレン管 ○ ○ ○ × × × ｍ  注）1 

ダクタイル鋳鉄管 

（直管） 
○ ○ ○ × ○ ○ 本   

ダクタイル鋳鉄管 

（短管） 
○ ○ ○ × ○ ○ 本   

鋼管（直管） ○ × × ○ ○ ○ 
ｍ 

（本） 
  

鋼管（短管） ○ × × ○ ○ ○ 
ｍ 

（本） 
  

鋼管溶接 ○ × × ○ × × 箇所   

鋼製異形管 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 本  注）2 

コルゲートパイプ ○ ○ × ○ × × ｍ   

管渠工        

管種 
布設手間 ※1 接合手間 ※2 切断手間 ※2 

単位 備考 
全体延長 直管 異形管・継手 継手 直管 

硬質ポリ塩化ビニル管 ○ × × × × ｍ  

強化プラスチック複合管 × ○ ○ × ○ 本  

農業用ポリエチレン管 ○ × × ○ ○ ｍ  

ダクタイル鋳鉄管 × ○ ○ × ○ 本  

鋼 管 × ○ ○ × ○ 本  
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注）1. 布設延長の計上にあたっては、継手材の延長も含める。 

  2･ スティフナー付鋼製短管、フランジ付鋼製短管、受口・挿口付鋼製短管等は短管として算出する。 

 曲管、Ｔ字管、片落ち管、空気弁用管、排泥用管、可とう管、フランジアダプター、特殊短管、ラッパ管

等は異形管として算出する。 

 

（1-2） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
作業区分 管径 規格 管種 単位 数量 備考 

鉄筋コンクリート台付管 ○ ○ × ○ ｍ   

ヒューム管（Ｂ形管） ○ ○ ○ × ｍ   

注）1. 鉄筋コンクリート台付管及びヒューム管（Ｂ形管）の据付、撤去、据付・撤去の場合である。 

  2･ 鉄筋コンクリート台付管の管種は、「鉄筋コンクリート台付管」、「鉄筋コンクリート高圧管」である。 

  3･ 作業区分とは「据付」、「撤去」、「据付・撤去」である。 

 

（2） 材料規格区分 

布設対象ごとに、上表に該当する項目について区分する。 

（3） 施工箇所区分 

施工箇所区分 

強化プラスチック複合管 

ダクタイル鋳鉄管 

鋼管 

素掘 

矢板 

たて込み簡易土留 

 

4  数量算出方法 

数量の算出は、「1章 基本事項」によるほか、次の方法によるものとする。 

（1） ダクタイル鋳鉄異形管 

区分 

項目 
口径 形式 分類 塗装 質量 単位 数量 備 考 

ダクタイル鋳鉄異形管 ○ ○ ○ ○ ○ ㎏／個 
 

 
 

注）1. 形式区分は、Ｋ・Ｔ形用及びＡＬＷ形用に区分する。 

  2. 分類区分は、下表によるものとし、１類～３類に区分する。 

  3. 塗装区分は、内面普通塗装及び内面エポキシ粉体塗装に区分する。 

  4. 質量は、１個当りの質量とし、カタログ等により算出するものとする。 

 

1） 分類表 

１ 類 
曲管（45°、22°1/2、11°1/4、5°5/8）、継輪、 

短管（1 号、2 号）、二受Ｔ字管 

２ 類 

三受十字管、90°曲管、ラッパ口、排水Ｔ字管、 

フランジ付Ｔ字管、フランジ短管、片落管、フランジ蓋、 

人孔蓋 

３ 類 

3フランジＴ字管、2フランジＴ字管、フランジ曲管（45°、90°）、 

フランジ片落管、仕切弁副管（Ａ1 号、Ａ2 号、Ｂ1 号）、 

フランジ短管（乱尺） 
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19.2.2 管切断工 

 

1  適 用 

現場でダクタイル鋳鉄管及び強化プラスチック複合管、コンクリート管、鋼管およびポリエチレン

管を切断する場合に適用する。 

2  数量算出項目 

管種別、口径別に必要箇所および延長を算出する。 

3  区 分 

区分は、口径、規格とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
口 径 単位 数 量 備 考 

ダクタイル鋳鉄管 ○ 箇所   

強化プラスチック複合管 ○ 箇所   

コンクリート管 × ｍ  切断延長(管周長) 

ポリエチレン管 ○ 箇所   

鋼 管 ○ 箇所   

注） 切断し残った管については、産業廃棄物として考慮すること。 

 

（2） 口径区分 

口径毎に区分する。 
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19.2.3 鋼管継手塗装 

 

1  適 用 

鋼管継手溶接箇所の塗装作業を行う場合に適用する。 

2  数量算出項目 

鋼管継手塗装箇所を口径別、施工区分別に種別に算出する。 

3  区 分 

区分は、口径、施工区分別とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
口 径 施工区分 単位 数 量 備 考 

鋼管継手塗装（外面） ○ ○ 箇所   

鋼管継手塗装（内面） ○ × 箇所   

 

（2） 口径区分 

口径毎に区分する。 

（3） 施工区分 

施工区分は、次のとおりとする。 

鋼管継手塗装（外面） 
耐衝撃シートあり 

耐衝撃シートなし 

 

 



－369－ 

19.2.4 弁設置工 

 

1  適 用 

仕切弁、バタフライ弁、水道用空気弁、急排空気弁、ねじ込み形の小型バルブの設置に適用する。 

2  数量算出項目 

弁の個数を区分別に算出する。 

弁類設置工（管渠工）  

項目 フランジ接合 

制水弁（人力） ○ 

小バルブ類 ○ 

空気弁 ○ 

制水弁（機械） ○ 

※ ○は設置手間にフランジ接合が含まれる。 

 

3  区 分 

区分は、口径、材質、形式とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
口 径 材 質 形 式 単 位 数 量 備 考 

制水弁 ○ ○ ○ 基   

空気弁 ○ × ○ 基   

小バルブ類 ○ × × 個   

（2） 口径区分 

口径毎に区分する。 

（3） 材質区分 

材質は次のとおりとする。 

材 質 
鋳鉄製 

樹脂製 

 

（4） 形式区分 

形式区分は次のとおりとする。 

形式区分 

制水弁 

仕切弁 

バタフライ弁（フランジ型） 

バタフライ弁（フランジレス型） 

空気弁 
水道用空気弁 

急排空気弁 
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4  参考図 

 

本管 

空気弁工 

空気弁に接合費が 
含まれる 

２F短管の布設費に 

接合費が含まれる 

制水弁工 

継手の接合費を含む 

本管 

分水工 

本
管
 

継手の接合費を含む 
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20章 営農飲雑用水施設工 
 

20.1 土工 

 

1  適 用 

本資料は、畑地かんがい施設工事及び営農飲雑用水施設工事の管路の土工作業に適用する。 

2  数量算出項目 

掘削、埋戻しを区分ごとに算出する。 

3  区 分 

区分は、断面、土質、作業条件、床均し、締固め、施工幅とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
断面 土質 作業条件 床均し 締固め 施工幅 単位 数量 備考 

掘 削 ○ × ○ ○ × × ㎥   

埋戻し ○ ○ ○ × ○ ○ ㎥   

（2） 断面区分 

断面区分は次のとおりとする。 

1） 掘削（下図参照） 

断 面 

ほ場部掘削 

道路部掘削 

掘削法勾配なし 

掘削法勾配あり（1：0.3 以上） 

土留掘削 

（参考図） 

 

 

 

 

 

 

 

2） 埋戻し（下図参照） 

断 面 

埋戻し断面（Ｓ１） 

埋戻し断面（Ｓ２） 

埋戻し断面（Ｓ３） 

（参考図） 

Ｓ₁：基床～管頂まで（㎡） 

Ｓ₂：管頂～管上 30㎝まで（㎡） 

Ｓ₃：管上 30㎝～現地盤まで（㎡） 

Ａ ：掘削深（ｍ） 

Ｃ ：基床幅（ｍ） 

Ｄ ：基礎材埋戻し厚（ｍ） 

掘削種別 Ａ 

素掘掘削（土留なし） 

掘削勾配 90° 

掘削深 1.50m 以下 

掘削種別 Ａ 

土留掘削（矢板） 

掘削深 1.50m 超え 

 

掘削種別 Ｂ 

素掘掘削 

掘削勾配 1：0.3 以上 

Ｈ
＞
1
.
50
ｍ
 

Ｈ
≦
1
.
50
ｍ
 

Ｃ 

Ｓ３ 

Ｓ２ 

Ｄ Ｓ１ 

Ａ 
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（3） 土質区分 

土質区分は次のとおりとする。 

土 質 

砂 

砂質土 

粘性土 

礫質土 

火山灰 

泥炭 

 

（4） 作業条件区分 

作業条件区分は次のとおりとする。 

作業条件 
標準 

障害あり 

 

（5） 床均し区分 

床均しの数量算出は㎡とする。 

（6） 締固め区分 

締固め区分は次のとおりとする。 

締固め 

地山程度 

区分Ⅰ 

区分Ⅱ 

 

（7） 施工幅区分 

施工幅区分は次のとおりとする。 

施工幅 

35 ㎝未満 

35 ㎝以上～45 ㎝未満 

45 ㎝以上～1.0ｍ未満 

1.0ｍ以上～4.0ｍ未満 

4.0ｍ以上 
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20.2 管体工 

 

20.2.1 管類布設工 

 

1  適 用 

鋳鉄管、小口径鋼管、硬質塩化ビニル管、ポリエチレン管を施工する場合に適用する。 

2  数量算出項目 

各種管類の材料規格、施工箇所ごとに延長を算出する。 

管種 
布設手間 注)3 接合手間 注)4 切断手間 注)4 

単位 備 考 
全体延長 直管 異形管・継手 継手 直管 

鋳鉄管 ○ × × ○ ○ ｍ 注)1 

小口径鋼管 ○ × × ○ ○ ｍ 注)2 

硬質塩化ビニル管 ○ × × ○ ○ ｍ 注)2 

ポリエチレン管 ○ × × ○ ○ ｍ 注)2 

注）1. 伸縮可とう管は全体延長から除いて、別途計上する。 

2. 継手 1 箇所あたり 2 口を標準とし、1 口がある場合は 2 口と分けて箇所数を計上すること。 

3. 布設手間の「○」は本管の算出に必要な項目を示す。 

4. 接合手間、切断手間の「○」は本管の布設手間に含まないため別途算出が必要、「×」は含むことを示す。 

3  区 分 

区分は、材料規格、施工箇所とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 

材料規格 
単位 数量 備 考 

口径 管種 継手形状 
割増 

(特殊形状) 

鋳鉄管(直管) ○ ○ ○ × 本   

鋳鉄管据付 ○ × × × ｍ   

鋳鉄管継手接合 ○ × ○ ○ 口  注) 

小口径鋼管 ○ × ○ ○ 
ｍ 

（本） 
  

ポリエチレン管 ○ ○ ○ × ｍ   

硬質塩化ビニル管 ○ ○ × × ｍ   

硬質塩化ﾋﾞﾆﾙ管用継手 ○ × ○ × 口   

注） 継手材料費は別途計上すること。 

(2) 口径区分 

   口径毎に区分する。 

(3) 管種区分 

   管種毎に区分する。 

(4) 継手形状区分 

   Ｋ形継手、Ｔ形継手、ＧＸ形継手、ＮＳ（Ｅ種）形継手、ＲＲ継手、ＴＳ継手に区分する。 
(5) 割増区分（特殊形状） 
   特殊継手構造の場合は別途、区分する。 
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20.2.2 管切断工 

 

1  適 用 

現場で鋳鉄管及び鋼管、硬質塩化ビニル管およびポリエチレン管を切断する場合に適用する。 

2  数量算出項目 

管種別、口径別に必要箇所および延長を算出する。 

3  区 分 

区分は、口径、規格とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
口 径 規格 単位 数 量 備 考 

鋳鉄管 ○ × 口   

鋼 管 ○ ○ 口   

硬質塩化ビニル管 ○ × 口   

ポリエチレン管 ○ × 口   

注） 切断し残った管については、産業廃棄物として考慮すること。 

（2） 口径区分 

口径毎に区分する。 

（3） 規格区分 

規格区分は、次のとおりとする。 

鋼管規格 

STW370 

STW400 

STW290 

STW400 (B) 
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20.2.3 弁設置工 

 

1  適 用 

仕切弁、バタフライ弁、水道用空気弁、急排空気弁、ねじ込み形の小型バルブの設置に適用する。 

2  数量算出項目 

弁の個数を区分別に算出する。 

項目 フランジ接合 

鋳鉄製仕切弁 × 

鋳鉄・鋼板製バタフライ弁 × 

仕切弁・バタフライ弁 × 

合成樹脂製仕切弁・バタフライ弁 × 

空気弁 ○ 

注） ○は設置手間にフランジ接合が含まれる。×は含まれないため接合費を別途計上する。 

3  区 分 

区分は、口径、材質、形式とする。 

（1） 数量算出項目及び区分一覧表 

区分 

項目 
口 径 材 質 形 式 単 位 数 量 備 考 

制水弁 ○ ○ ○ 基   

空気弁 ○ × ○ 基   

小バルブ類 ○ × × 個   

 

（2） 口径区分 

口径毎に区分する。 

 

（3） 材質区分 

材質は次のとおりとする。 

材 質 
鋳鉄製 

樹脂製 

 

（4） 形式区分 

形式区分は次のとおりとする。 

形式区分 

制水弁 

仕切弁 

バタフライ弁（フランジ型） 

バタフライ弁（フランジレス型） 

空気弁 
水道用空気弁 

急排空気弁 
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4  参考図 

 

 

 

 

 

 

制水弁工 

本管 

継手の接合費を別途計上 

（２口） 

空気弁工 

本管 

本管との接合費を 
別途計上 

空気弁に接合費が 
含まれる 

（１口） 

分水工 

本
管
 

継手の接合費を別途計上 

（２口） 
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